
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 八 王 子 市 
平成１７年５月 

平成１７～１９年度 



新たな「行財政改革プラン」の策定にあたって 

 

             八王子市長  黒 須  隆 一 

 

 

 我が愛する首都圏西部の中核都市･八王子の舵取りを委ねられて、早や６度目

の春が巡って参りました。我が国はもとより、本市を取り巻く社会経済情勢は

依然として厳しい状況にありますが、私の都市再生にかける思いは益々強くな

るばかりです。 

 

 これまでの５年、私が標榜するところの「八王子元気計画」実現のため、 

財政の健全化と効果･効率的な行政運営の確立に全力且つ果敢に取り組んで 

参りました。その結果、就任当初 3,200 億円にも及ばんとしていた市債残高を

400 億円近く縮減させたほか、400 名を超える正規職員の削減などにより、市民

の皆様の生活に影響を与えることなく市政運営を刷新することができました。 

とりわけ、市民の皆様に日々接する職員の意識改革がはかられ、「市民はお客

様、市役所は市内最大のサービス産業」という認識を体に染み込ませることが

できたことは最大の成果と自負しているところです。 

 

 現行の行財政改革の取組は本年３月をもって計画期間が終了しました。申し 

あげるまでもなく「行財政改革」は途絶えることのない永遠のテーマです。 

そこで、ここに新たな「行財政改革プラン」をお示しするものです。 

 新たなプランの策定にあたっては、昨年８月に提出された「八王子市行財政

改革推進審議会」の答申や、市議会、市民の方々の貴重な御提言を踏まえ、従

来の行政内部の改革を引き続き強力に推進していくほか、新たに「地域経営」

の視点からの取組を盛り込みました。 

 

 行財政改革の推進にあたり、市職員一人ひとりが当事者意識を持って万事に

臨むことが重要であるとともに、市民の皆様のご理解とお力添えが何よりも 

大切です。今後とも持続可能で元気なまちづくりに向けた取組になお一層の 

ご協力をお願いする次第です。 

 

                        平成 17年５月 
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Ⅰ 新たな行財政改革のめざす方向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 １ これまでの行財政改革 

 

本市では、これまで四次にわたる行財政改革に取組んできました。昭和 61 年の第

一次改革にはじまり、平成 8 年度～10 年度の第二次改革では簡素で効率的な行政運

営の実現を目指し、職員数の適正化や事務事業の見直しなど行政組織の簡素合理化に

努めてきました。11～13 年度の第三次改革では年度別数値目標を掲げ、実効性を高

めるとともに、人材育成基本方針の作成や市民参加基準策定など、現在のニューパブ

リックマネジメント（NPM：New Public Management）につながる新たな視点からの取

組も掲げました。さらに、14 年度からは第四次改革として、根本的な“制度・しく

み”そのものの改革に取組んできたところです。 

 

 ２ 新たな取組に向けて 

 

本市が第四次改革において策定した「しくみと意識のステップアップ作戦(行財政改

革大綱)」は、16 年度が取組の最終年度であったことから、17 年度以降の新たな改革

の取組方針を定めるため、公募市民や学識者の方々による「八王子市行財政改革推進

審議会」に行財政改革の推進について諮問し、昨年８月に答申をいただきました。 

  この答申は、副題に「『協働』と『地域経営』の視点から」とあるように、「八王子

ゆめおりプラン」のまちづくりビジョンを踏まえたうえで、「市民協働」と「まちの

活性化」に重点を置いたものでした。また、留意点として、地方分権や住民自治を常

に行政運営の基本に置くことや公共サービス(地域社会全体の福祉を向上させるサー

ビス)を提供する「公共領域」における市民と行政の役割分担にも言及しており、こ

れまで以上に行政組織はもちろん、地域を一体とした改革の推進を求める内容となっ

ています。(巻末資料参照) 

本プランは、こうした指摘や提言も踏まえて策定したものです。 

 

 

「市民と行政の役割分担」イメージ図 
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 ３ 本計画のめざすもの 

 

本計画を推進することで、以下の二つの課題を解決していきます。 

 

ゆめおりプランの施策に対応した“しくみ”改革の実現
 

 
課題１

 

第四次改革の「しくみと意識のステップアップ作戦(行財政改革大綱)」を策定した

14 年 2 月時点では、公募市民 138 名で構成される「ゆめおり市民会議」が基本構想・

基本計画の素案を策定中であり、行財政改革の基本理念である『市のまちづくりビジ

ョンを達成し、市民福祉の向上を図るための“しくみ”と“財政基盤”づくり』で示

すところのビジョンが明確ではありませんでした。しかし、その後 15 年 3 月に『八

王子ゆめおりプラン』(基本構想・基本計画)を策定したことで、目指すべき方向（ビ

ジョン）が定まりました。そこで、ゆめおりプランの施策を実現するための“しくみ

づくり”が課題になっています。 

 

 

 

 

行政評価の結果を全ての行財政運営に反映
 

 
課題２

 

本市の行政評価は、15 年度から本格実施をしていますが、『市民に対して説明責任

を果たすこと』を中心とした評価という性格が強いものでした。そこで、16 年度に

は対象事業をゆめおりプランの施策に沿って評価し、その結果を｢事業の重点化を図

る｣かたちで実施計画に反映させたことで、行政評価のもう一つの重要な目的である

『各施策に設定した目標の達成度により、施策を構成する事業や重点配分が適切であ

るか判断し、事業を見直すこと』を果たしました。 

しかし、行政評価の目的は｢事業(フロー)の見直し｣だけではなく、｢人材・組織・

施設・情報というストックの見直し｣をも目指すものです。そこで、成果重視の行政

運営を実現するため、全ての行財政運営において計画・実施・評価・見直し（改善）

の連携化を図るＰＤＣＡサイクルを構築することが課題になっています。 
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４ これからの自治体経営改革 

 

 行財政改革推進審議会から提言を受けた「『協働』と『地域経営』の視点」を十分

に反映したうえで、課題の解決に取組んでいきます。 

 

(1)  地域経営改革（改革視点の拡大） 

 

本市では、公園アドプトなど公益的な活動をしている市民に対して『①側面支援

に努める、②活動の場や機会を提供する、③目標達成に向けた一定の裁量を付与す

る、④市民の自発性と主体性を尊重する』ことに留意しながら、パートナーシップ

の形成に努めています。この「公益的な活動」とは、公共サービスのうち行政組織

(市役所)が提供するもの以外の活動を指していますが、境界線(行政と市民の役割

分担)は明確ではありません。 

現在市役所が主体となって提供している公共サービスの中には、市民(企業を含

む)が主体となって提供することが相応しいサービス(公益的な活動)が数多く含ま

れています。 

行財政改革推進審議会の答申に示された「地域経営」の視点とは、『地域に対す

る資源配分の妥当性や公共サービス提供の役割分担とその手法など、市役所以外の

より広い領域を一体として考えること』であり、今後、団塊の世代が定年退職を迎

え、地域に豊富な人材が存在することを考えると、この視点がより重要性を増して

きます。 

これらの状況を踏まえたうえで、行政と市民の役割分担を明確にするとともに、

地域が有する人材や施設など経営資源を最も有効に活用して公共サービスの質を

向上させ、地域の価値を高める視点から、地域経営改革に取組みます。 

 

 

(2) 行政経営改革（しくみ改革の発展形） 

 

行政組織内部の改革は、前行財政改革大綱「しくみと意識のステップアップ作

戦」の「基本方針」から『情報の共有化』『効率的・効果的な行政運営』を、「重

点行動計画」から『予算改革』『人事・給与改革』『組織の再編』を継承し、経営

資源をベースにした「人材・組織」「施設」「財政」「情報」の 4 つのマネジメン

トシステムとして充実・再構築します。これらのマネジメントの基本的な考え方

と施策を横断した取組について、次ページ以降で示しています。 
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人材・組織マネジメント 
 

イメージ図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

部
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社会情勢の急激な変化に対応し、多様化する行政ニーズに適宜適切に応えられる行政

経営を行っていく上で最も重要な資源は職員（人材）です。そこで、本市では「八王子

市人材育成基本方針」(13 年 4 月策定)に基づき、付加価値を創り出していく人材の育

成を長期的かつ着実に推進していくことで人的資源の能力・資質の向上を図ります。 

 

戦略的な人材・組織マネジメントは、多様な雇用形態の人材を経営資源として積極的

に組織化し、活用することであり、「人材育成」に加え、「組織」の要素が相互に密接に

関係することで、有効かつ継続的な機能を発揮します。そこで、「組織」について現状

から問題を洗い出し、課題を解決していきます。 

 

まず、多様な雇用形態を最適に組み合わせることで最高の費用対効果を実現する「雇

用ポートフォリオ」については、再任用短時間勤務職員・嘱託員・臨時職員などによる

処理が可能な業務をさらに抽出し、適用範囲の拡大を図るとともに、新規事業には原則

適用していく考えです。また、定年退職者の再任用にあたっては、長年の公務実績を生

かして退職後も責任を持って職務を遂行することが求められており、必要なスキル・能

力・資質を基準として示し、これにより最適な人材を確保していきます。 
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さらに、経営の視点に立ち組織の機動性を高めるため、個々の職員の資質を熟知し、

業務に精通した各部長に部内の人事の権限を移譲するとともに、組織をまたがる人事に

ついては明確な基準と情報共有のもとで行っていきます。 

 

また、本市では「ゆめおりプラン」の施策の実現に向け、施策と組織の体系を極力近

づけることを目指して、15 年 8 月に組織改正を行いました。これにより、組織の目標

は明確になりましたが、施策そのものが横断的な取組みを要するものに対しては、ライ

ンを横断して活動する機能をもつプロジェクトチームの活用なども必要であることか

ら、長期的な視点に立った対応を目指します。同様に選挙事務や国勢調査など、年度に

より必要な人員数にバラツキがある業務については、固定職員による対応とせず各部か

らの応援体制を強化することで柔軟に対応します。 

 

このほか、市の組織には市民や学識経験者などの非常勤職員を構成員とする審議会

(委員会・協議会などを含む)があります。それぞれ法や時代の要請に応じて設置してき

たものですが、所期の目的は既に果たし、もはや設置根拠が失われたと思われるものや

類似組織が存在している状況などがあります。各審議会の設置目的、構成員、活動実態

を検証したうえで役割に応じた組織に整理統合、拡充を図ります。また、改選時に審議

会ごとに行っている市民公募は、年度当初に当該年度の公募予定一覧を公表する制度を

17 年度に構築するなど、より一層の充実を図ります。 

 

 

 

人
１

人
２

人
３

人
４
審議会のあり方
検討

　審議会や検討会などが、
設置時からの時の経過や環
境の変化により、その役割
を終えていないか検討

雇用ポートフォ
リオの推進と任
用方針・基準の
明確化

　業務分析の具体化による
適用範囲の拡大及び任用基
準の明確化

経営管理課
職員課

部長への人事権
移譲

　組織力を高めるため、業
務に精通した部長に部内の
人事権を移譲

経営管理課
職員課

施策を横断した取組（人材・組織）

取組項目 内容
取組年度

担当部署
17年度 18年度 19年度

政策審議室
経営管理課

経営管理課
審議会所掌各課

機動的組織の確
立

　施策そのものが横断的な
取組みを要するものや年度
により繁閑のある業務に対
して部を横断して応援する
体制の確立

№
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施設マネジメント 
 

イメージ図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建設・取得

廃止・売却 活用・転用

賃借

維持管理

指
定
管
理
者
制
度

完全民営化

パ
ー

ト
ナ
ー

シ
ッ

プ

評価

ライフサイクルコストの算出

直
営

代替
有償
無償

市有地活用総合計画

施設マネジメントプラン

 
 これまで｢施設｣に関しては、14 年 3 月策定の｢施設白書｣において、その全体像と整

備のあり方を示しました。この｢施設白書｣と｢しくみと意識のステップアップ作戦｣の個

別取組項目である『既存施設の有効活用』に基づき、施設改修計画の策定、建築課の財

務部への移行による保全管理体制の強化、保全マニュアルの策定、あり方検討会による

方向性の検討に取組んできました。 

 

また、｢土地｣に関しては、14 年度に｢市有地活用総合計画｣を策定し、一般競争入札

による土地の処分や月極駐車場としての貸付などの活用を図るとともに、包括外部監査

人からの指摘事項について、その適正化に努めているところです。 

 

 さらに、｢施設｣の管理運営についても、15 年 6 月に地方自治法が改正され、同年 9

月に指定管理者制度が導入されました。この制度により、従来、公共団体又は公共的団

体に限られていた公の施設の管理・運営を、ＮＰＯ法人を含めた民間へ開放することが

可能になりました。制度導入の目的は、市民・事業者のノウハウや創意工夫を活かすこ
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とで、多様化する住民ニーズに、より効果的・効率的に対応し、住民サービスの向上や

地域資源の活用、自治力の向上を図るとともに、経費の節減を図ることにあります。本

市においては、｢八王子市指定管理者制度導入に向けた基本方針｣に基づき、公の施設に

ついては、現在直営で維持管理しているものを含め、原則として指定管理者制度の導入

を検討します。 

 

 また、｢施設｣については管理形態の決定と同時並行で、存廃を含めたあり方を検討す

る必要があります。この方向性決定へのアプローチは二通りあります。 

一つは地域サービスのあり方から検討することで残すべき施設を特定していく方法

です。ゆめおりプランで市域を区分した 6地域を目安に、各地域で必要とされるサービ

スについて検討するなかで、配置すべき施設を決定していきます。 

 

もう一つは、施設の現状から費用対効果を検証し、最少の経費で最大の効果をあげる

ことができる施設を選定することにあります。そのため、施設の実態調査、台帳の作成、

適正管理と改修計画・借上げ施設の活用指針の策定を中心とした施設マネジメントプラン

を策定します。プラン策定後は、プランの行動計画に基づき評価を行い、実施計画や予算

に反映させていきます。 
 

 このほか、本庁舎については、昭和 58 年開設以降 22 年が経過するなかで、事業の収

束や職員数の変動に伴い、あるいは、市民サービスの向上や機動的な業務展開を図るた

め、市民サービスのスペースと事務室の適正配置が必要になっています。そのため、常

設の検討会を設置し、計画的な庁舎利用に努めます。 

 

 

施
１

施
２

施
３

施
４

№

施策を横断した取組（施設）

取組項目 担当部署
17年度 18年度 19年度

取組年度

経営管理課
建築課

施設評価の実施

　行政評価のうち、施設に
関する評価は、施設マネジ
メントプランの行動計画に
基づき評価

内容

政策審議室
施設所掌各課

建築課

　現在直営で維持管理して
いる施設を含め、原則とし
て施設に指定管理者制度の
導入を検討

施設マネジメン
トプランの策定

　施設白書に基づく行動計
画を基礎とした計画の策定

指定管理者制度
の導入

政策審議室
経営管理課
管財課

(仮称)庁舎適正
活用計画の策定
と活用検討会の
設置

　実施計画、定員適正化計
画と連動した中期的な視点
の活用計画の策定と常設の
検討会設置
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財政マネジメント 
 

イメージ図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中事業

1～3年度

2年度

1年度

実施計画

八王子ゆめおりプラン(基本構想・基本計画）44施策（目標設定）

実施計画 実施計画

予算

決算 評価 決算 決算評価

予算 予算

1年度 1年度

2～4年度 3～5年度

ローリング ローリング

2年度 3年度

0年度 0年度

都市像(編)

基本施策(章)

施　策(節)

中事業 中事業

款

項

目

公債費

職員費

実施計画・
評価の体系 予算・決算

の体系

 
 
「財政マネジメント」については、｢しくみと意識のステップアップ作戦｣の重点行動

計画として掲げた「予算改革」の中で、はじめて「計画主導型予算・財政マネジメント

サイクル・事業別予算」の考え方を示しました。計画主導型予算は、ゆめおりプランを

実現するために取組むべき３か年の事業を示した｢実施計画｣と｢予算｣を連動させるし

くみのことで、16 年度予算編成から実施計画を編成の指針と定めています。また、17

～19 年度の実施計画策定において、16 年度の行政評価の結果を反映させることで、計

画主導型予算と財政マネジメントサイクルを一体的に構築する取組に着手しました。さ

らに、常勤一般職の従事割合の実態に基づき職員費を主要事業に割り振ることで、事業

別のコスト表示にも努めました。これらの取組を行うことで解決すべき課題が明確にな

りました。 

 

 まず、共通した課題として、計画から予算・決算を通じて財政情報の一元化を図るこ

とがあります。具体的には、15 年 3 月のゆめおりプラン策定以降、施策の実現に向け
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た視点から、施策を構成する事務事業について施策への貢献度・優先度という面から評

価を実施してきました。予算・決算の公表においても施策の体系に沿って表記すること

が望まれています。また、事務事業の優先順位も施策ごとにつけているため、各々の施

策における重要性に基づいた実施計画への反映はできたものの、異なる施策に属する事

業間の相対評価のしくみの構築が今後の課題です。また、新規事業の採択に対するルー

ル化も図ります。 

 

これらの課題に対応するために、実施計画策定段階で、職員費も含めた総事業費を施

策別に明確にした中で事務事業の優先順位付けを行うとともに、行政評価や決算関連資

料(主要な施策の成果・事務報告書)・予算の概要との連携を図り、よりわかりやすい財

政情報を提供します。 

 

 財政情報に関する課題としては、このほか、資金調達における信用力の確保がありま

す。資金調達の一つである地方債は、これまで国の起債許可制度のもと政府資金（財政融

資・郵貯・簡保）を中心に借り入れてきました。しかし、これからは資金調達先が民間資

金へシフトされるとともに、地方分権の進展に伴い、とりわけ 18年度からは起債協議制度
へ移行することにより、ミニ市場公募債の発行など自己決定及び自己責任に基づく資金調

達が求められてきます。その結果、地方債を借り入れる（市場から資金調達する）ために

は、現状の公募債発行団体と同様に市の信用力が必要になりますが、同時に、市民（投資

家）評価を高めることも求められます。そのため、多様な分析に基づき投資の判断に必要

な情報を提供するなど、新たな財政情報の発信に向けた取組を行っていきます。 

 

 

財
１

財
２

財
３

№

財政課

地方債協議制度
移行に向けた新
たな財務情報発
信の確立

　多様な分析に基づき投資
の判断に必要な情報を提供
するなど、新たな財政情報
を発信

19年度

政策審議室
行革推進課
財政課

施策別予算体系
の明確化

　行政評価と決算関連資料
(主要な施策の成果・事務
報告書)・予算の概要との
連携

政策審議室
経営管理課
財政課

計画主導型事業
別予算の実行

　実施計画策定段階で、職
員費も含めた総事業費を施
策別に明確にした中で事業
の優先順位付けを実施

施策を横断した取組（財政）

取組項目 内容
取組年度

担当部署
17年度 18年度
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 12

情報マネジメント 
 

イメージ図 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ＩＴ(Information Technology“情報技術”)社会の急速な進展は、市民生活に多くの

メリットをもたらした反面、個人情報の電子情報化により個人の権利が侵害されること

への不安が高まってきました。そのため、「個人情報の保護に関する法律」が 15 年 5 月

に公布、一部施行となった後、17 年 4 月全面施行となりました。本市においては、法

に先立つ 8 年 7 月に「個人情報保護条例」を制定し、個人の権利利益の保護と基本的人

権の擁護及び公正で民主的な市政の推進に努めていくこととし、17 年 4 月からは法制

定を踏まえた改正を行ったところです。一方、公開情報については積極的な発信にも力

を注ぎ、また、「市政情報の公表・提供制度実施要綱」により、市が保有する情報につ

いて、公開請求を待つことなく市民に公表・提供する制度も導入しています。 

 

これまでの情報管理は、主に紙に記録された情報を対象とした｢文書管理｣と電子化さ

れた情報を対象とした｢情報化の推進｣及び「セキュリティ管理」を分散した部署で進め

てきました。そのため、情報の種類や表示、伝達、保管の方法に関わらず取扱いや処理

について総合的に管理・推進する視点が十分ではありませんでした。そこで媒体の種類

非公開情報

申請広聴

審議会

統計調査

文献

講演会

ホームページ

相談

公開情報

市政情報の公表・提供制度

個人情報保護条例

情報公開条例

情報セキュリティ
ポリシー

広報紙

通知

ネットワーク掲示板

会議

事業説明会

ホームページ

情報板
パブリシティ

財政分析

ニーズ分析事業分析

成果物（計画・報告書）

セミナー

保
護

【
セ
キ

ュ
リ
テ

ィ
ー
】
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に関わらず情報の｢収集｣｢分析｣｢共有｣｢発信｣｢保護(セキュリティ)｣というマネジメン

トプロセスを確立するため、まず情報を統括する体制を整備します。 

 

次に、情報の種類から課題を整理します。まず、電子情報を取り扱うＩＴについて、

本市では｢ｅ-City八王子計画｣(計画期間：平成14～18年度)に基づき推進しています。

計画策定当時全国で約 5 千万人であったインターネットの利用者は、既に 8 千万人を超

えています。また、内部管理業務においても財務会計システムの導入や行政情報ネット

ワークの整備などを行い、電子情報を取り扱う環境が大きく変化しています。これらの

変化に適切に対応し、電子情報を安全かつ有効に運用するため、本市のＩＴ推進の現

状・問題点・課題を明らかにした白書とそれを反映した｢ｅ-City 八王子計画｣(改訂版)

を策定します。 

 

また、ＩＴ社会への対応にあわせて、口頭による情報の｢収集｣「発信」も重要性を増

しています。16 年 10 月の｢ごみ有料化｣の際には、1,600 回にも及ぶ説明会を実施した

ことで、大きな混乱もなく制度を導入することができました。このように、フェイス・

トゥー・フェイスの面にも留意し、ＩＴを効率的に活用したしくみを構築します。 

 

さらに、地方分権が推進するなか“オンリーワンのまち”を実現するためには、本市

の特性を把握したうえで独自の計画を策定していくことが重要です。そこで、効率的に

情報を収集して有効に活用するため、大学の研究室が独自に収集している｢八王子に関

するデータ｣を共有化するしくみを構築するとともに、施策の実現に向けた組織目標の

設定・達成に有効なデータを活用するプロセスを構築していきます。 

 

情
１

情
２

情
３

情
４

№

政策審議室
学園都市文化課

有効なデータを
活用するしくみ
づくり

　組織目標の設定・達成に
有効なデータを活用するプ
ロセスを構築

政策審議室
経営管理課

大学と連携した
情報収集のしく
みづくり

　大学の研究室独自に収集
している八王子に関する
データを共同で有効活用で
きるしくみの構築

政策審議室
広聴広報室
IT推進室
総務課

 これまでのＩＴ推進の取
組をまとめた白書とそれを
反映した｢ｅ-City八王子計
画｣(改訂版)を策定 白書策定

改訂版
策定

IT推進室

施策を横断した取組（情報）

取組項目 内容
取組年度

担当部署
17年度 18年度 19年度

電子自治体白書
と｢e-City八王子
計画」(改訂版)
の策定

情報を統括する
体制の整備

　情報を総合的に収集し、
活用促進させる体制の整備



５　集中改革プランとして位置付ける定員適正化方針と行政経営改革

行
政
の
役
割
の
重
点
化

定
員
管
理
・
給
与
の
適
正
化

　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

　　　　１２年４月
　　　  ３,６６９人定員適正化方針(P.119)

≪財2≫施策別予算体系
の明確化(P.11)

≪18≫職員互助会の位置
付けの明確化(P.41)

≪8≫重点施策を積極的
に発信するしくみづくり

(P.31)

≪施1≫指定管理者制度
の導入(P.9)

≪26-1≫機能拡充を目指
した市立保育園の再編

(P.49)

≪10-2≫効率的で安全な
電子自治体の構築(P.33)

≪38-1≫学校給食を充実
する体制づくり(P.61)

≪88≫環境政策充実に向
けた効率的な廃棄物処理
体制の構築(P.111)

≪人1≫雇用ポートフォリ
オの推進と任用方針・基準

の明確化(P.7)

　  業務分析の具体化による適用
 　 　範囲の拡大及び任用基準の
　  明確化

    現在直営で維持管理している
      施設を含め原則として施設に
    指定管理者制度の導入を検討

     行政評価と「主要な施策の成
      果」・「予算の概要」との連携

     情報発信の機会を増やすた
       め 市長の「メールマガジン」
     発行

      情報処理システムに要する経
        費や管理運営について適正
      評価と委託も含めた体制検討

      現在１７園ある市立保育園
        のうち７園を民営化及び
　　　統合

      効果・効率的な学校給食調
　　　理体制の構築

      指定収集袋制等の導入後の
　　　検証

    会費と交付金の負担割合の
      見直し及び互助会の条例
    への位置付け

≪財3≫地方債協議制度
移行に向けた新たな財務
情報発信の確立(P.11)

     多様な分析に基づき投資の
      判断に必要な情報を提供す
     るなど新たな財政情報を発信

過去５年で
４５３人純減
（縮減率 12.3%)
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17年度 18年度 19年度

　　　　　　　１７年４月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０年４月
　　　　　　　３,２１６人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２,９９８人

今後３年で
２１８人純減
（縮減目標 6.8%)

・条例制定
・負担割合１：１

直営施設の
導入方針決定

新たなディス
クロージャー

メールマガジン
発行

民営化を
開始

直営保育園
１０園体制に
向け推進

小学校給食調理体制の再構築
と中学校給食実施の検証

効率的な収集・処理体制づくり

システム経費
の適正評価

システム経費
の大幅削減

わかりやすい
財政情報の提供

・任用基準の明確化
・雇用ポートフォリオの拡大
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６　ゆめおりプラン関連計画関係図
 

【基本施策】17
『施策』　　44

基本構想

★市政運営の基本方針
★市民諸活動のよりどころ

基本計画

ゆめおりプラン

地域経営改革
行政経営改革

ゆめおりプランを実現す
るための制度改革を明示

ゆめおりプランを実現するた
めの具体的な事務事業を明示

行財政改革プラン

実施計画
ゆめおりプラン

実行編

ゆめおりプラン
財政計画編
(中期財政計画)

予算

行政評価

実施計画の財政面の裏
付けとなる財政フレー
ムを明示

【『施策』実現に有効な
　具体的な事業】319

事　業

執行

決算

財源確保
の取組

しくみ

本プラン
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Ⅱ 施 策 別 取 組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



施策体系別取組一覧

１　新しい時代にふさわしい創意にみちた協働のまち

№01 市民自治の推進 1 市民自治のしくみづくり

№02 市民と行政との協働 3 参加・協働の推進に向けた環境づくり

№03 地方主権の確立 5
分権時代にふさわしい自主施策の展開による
オンリーワンのまちづくり

№04 説明責任の着実な実行 7
開かれた市政の推進に向けた広聴と広報の連
携拡充

№05 市民サービスの向上 9 地域における行政サービスの再構築

№06 計画的都市経営 11 行政計画の整理

№07 効果・効率的行政運営 13
最少の経費で最大の効果をあげるための行政
サービスの提供方法の検証

№08 持続可能な財政運営 15 市民視点の財産管理

№09 人材の育成と活用 17 人事白書と人材育成実施計画の策定

２　一人ひとりが大切にされ共助で築くふれあいのまち

№10 人とひととの支え合い 19
市民参加で行う男女共同参画施策推進のしく
みづくり

№11 地域での支え合い 21 コミュニティ組織の基盤づくりの推進

№12 暮らしの相談・支援 23 地域の相談機能の充実

№13 子どもの健全育成 25
地域における子ども自身の育ちを支援するし
くみづくり

№14 障害者支援 27 障害者支援サービスの再構築

№15 高齢者支援 29 シニア世代を支援するしくみづくり

№16 社会保障 31 先進的な社会生活自立支援プログラムの導入

№17 健康の維持・増進 33 健康づくりの具体的な推進

№18 医療体制づくり 35
社会の要請に応えた看護師を育成するしくみ
づくり

３　だれもがいつでも多様に学び豊かな文化を育むまち

№19 学校教育の充実 37 地域における学校の役割の検証

№20 特色ある学校づくり 39 学校評価マネジメントサイクルの確立

№21 開かれた学校づくり 41 学校施設の民間開放の検討

№22 生涯学習の推進 43 市民の学習活動を支援する連携体制づくり

№23 生涯スポーツの推進 45
総合型地域スポーツクラブの定着に向けた支
援体制づくり

４　市民生活・コミュニティ

７　生きる力を育む教育

施　策　名 地域経営改革

１　自立した協働のまち

２　市民が納得できるサービス

３　行財政運営

５　地域福祉

６　健康・医療

８　豊かな心を育む生涯学習
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2 地域ファンドの研究 2

4-1 ミニ市場公募債の発行 4-2
市民活動団体の課題を共有
するしくみづくり

3

6-1 企画調整担当の充実 6-2
既存データの有効活用に向
けた収集データの一元化

3

8
重点施策を積極的に発信す
るしくみづくり

2

10-1 柔軟な窓口体制の構築 10-2
効率的で安全な電子自治体
の構築

3

12 政策選択基準の明確化 2

14
業務の繁閑に柔軟に対応す
る体制づくり

2

16-1
企業会計の利点を応用した
公会計制度の研究

16-2
統計資料としての税情報の
整備

3

18
職員互助会の位置付けの明
確化

2

20
社会福祉協議会のあり方の
検証

2

22
コミュニティ推進策に関す
る市の役割の検証

2

24
住宅対策に関する市の役割
の検証

2

26-1
機能拡充を目指した市立保
育園の再編

26-2
「（仮称）子ども健全育成
費」の創設

3

28
障害を軸とした支援体制の
構築

2

30
シルバー人材センターの改
革支援

2

32
介護給付適正化システムの
活用

2

34
健康診査の充実に向けた受
診者負担のルール化

2

36
医療サービスの充実と医療費
適正化に向けた連携強化

2

38-1
学校給食を充実する体制づ
くり

38-2
学校の適正規模の確保と廃
校施設の有効活用

3

40-1
校長がリーダーシップを発
揮できるしくみづくり

40-2
学校教育統合システムの導
入

3

42-1
外部の人材を活用できる環
境整備

42-2
開放に積極的な学校を評価
するしくみづくり

3

44-1
図書館と地区図書室を連関
させる体制づくり

44-2 公民館のあり方の見直し 3

46-1
スポーツ振興に関する市の
役割の転換

46-2
ネーミングライツ（命名
権）の導入

3

取
組
数財政マネジメント 情報マネジメント

行政経営改革

施設マネジメント人材・組織マネジメント
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施策体系別取組一覧

施　策　名 地域経営改革

№24 市民文化活動 47 企業と連携した文化・芸術活動の支援

№25 文化の保存・継承 49
歴史文化を中心とした連携と協力のネット
ワークづくり

№26 文化交流の推進 51
国外の優秀な人材を呼び込むためのしくみづ
くり

４　安全で快適に暮らせる心やすらぐまち

№27 計画的なまちづくり 53
良好な住環境づくりへの市民参加のしくみの
確立

№28 安全で安心なまちづくり 55 自主防災組織の拡充

№29 快適でうるおいのあるまちづくり 57 地域が公園を生み育てるしくみづくり

№30 総合交通体系の確立 59 地域住民の協力で安全な交通体系の確立

№31 道路交通網の整備 61 地域が道路を生み育てるしくみづくり

№32 公共交通の充実 63 「西は高尾」で交通の分散化

５　魅力あふれる産業でにぎわう活力あるまち

１２　産業振興の推進 №33 体制づくりと人材育成 65 地域産業の担い手予備軍の育成

１３　時代をリードする産業 №34 製造業・情報通信産業の振興 67 さらなる産・産・学の連携

№35 商業・流通業の活性化 69
商業者を中心とした創意工夫のにぎわいづく
り

№36 農林業の振興 71 市民に身近な農業のしくみづくり

№37 観光産業の振興 73 高尾山を中心とした観光機能の強化

６　水とみどりを慈しむ地球環境にやさしいまち

№38 環境保全体制の確立 75 環境学習・リサイクル推進組織の育成

№39 良好な生活環境の確保 77 河川情報の周知による啓発

№40 森林・緑地の保全・活用・創造 79 地域の支援による私有緑地の保全

№41 水辺環境の整備 81
地域の景観や要望に即した国・都への働きか
けの強化

№42 資源・エネルギーの有効活用 83 家庭でできる地球温暖化対策の普及

№43 ごみの減量 85 発生抑制推進事業者のＰＲ

№44 廃棄物の適正処理 87 地域ぐるみのごみ発生抑制

44

１５　良好な地域環境の形成

件　　数

１４　地域性をいかした産業

９　文化の継承・創造

１０　都市環境整備

１１　交通環境整備

１６　自然環境の保全・活用

１７　循環型社会の構築
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取
組
数財政マネジメント 情報マネジメント

行政経営改革

施設マネジメント人材・組織マネジメント

48
学園都市文化ふれあい財団
の自立促進

2

50-1
高尾山周辺の自然や歴史文
化の総合的な活用

50-2
個人・民間資本の導入によ
る歴史文化に親しめる環境
づくり

3

52
会議・共同研究を通じた都
市間交流の推進

2

54
住宅・都市整備公社の再構
築

2

56-1
災害時要援護者の避難所の
確保

56-2 防災情報伝達手段の充実 3

58-1
八王子版「思い出ベンチ」
の導入

58-2 下水道会計手法の見直し 3

60
自転車駐車場・保管所の確
保

2

62-1
補修センター分室の設置と
総合化

62-2 市道工事情報サイトの開設 3

64
交通施策の分析・検証でき
めこまかいサービスの提供

2

66
勤労者福祉サービスセン
ターのあり方の検証

2

68
国や都との連携による先端
技術センターの役割強化

2

70 まちの魅力を発信 2

72-1
農業委員と連携した地域農
業の振興

72-2
農村環境改善センターの位
置付けの変更

3

74
観光振興に関する市の役割
の検証

　 2

76
「環境学習室」の機能充実
と地域拠点整備の検討

2

78 大気汚染防止の取組強化 2

80-1
「夕やけ小やけ森づくり」
への支援

80-2
緑地保全に必要な財源確保
策の検討

3

82-1
水資源にかかわる組織体
制・連携体制の検討

82-2 準用河川認定の推進 3

84
「環境にやさしい八王子市
役所エコアクションプラ
ン」の推進

2

86 ごみ減量の知恵の共有 2

88
環境政策充実に向けた効率
的な廃棄物処理体制の構築

2

25 12 12 12 105
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数 数

01 02 03 04 1 3 5 6-1 6-2 8 9 11 12 16-2

05 06 08 09 18 20 22 24 30 38-1 38-2 41 46-2 48

10 11 12 15 52 54 66 74

19 21 23 24 7 8

26 27 33 37

03 05 06 07 行革推進課 ※

10 19 経営管理課 6-1 9 11 13 14 19 38-1 7

01 02 10 11 協働推進課 2 3 4-2 21 22 29 44-1 7

15 22 24 26 学園都市文化課 47 48 51 3

男女共同参画課 19 1

03 05 07 09 総務課 6-2 14 2

職員課 17 18 2

ＩＴ推進室 10-2 1

02 08 財政課 4-1 16-1 2

管財課 15 1

税務部 08 1 税制課 16-2 1

12 28 暮らしの安全安心課 23 1

防災課 55 56-1 56-2 3

02 05 18 市民総務課 3 1

市民課 10-1 1

国民健康保健年金課 36 1

10 11 14 15 健康福祉総務課 20 22 2

16 17 18 高齢者支援課 29 30 36 3

介護サービス課 32 36 2

障害者福祉課 27 28 2

生活福祉課 31 1

地域医療推進課 34 36 2

保健センター 28 33 36 3

看護専門学校 35 1

   ※行政経営部行革推進課は各取組の進行管理を行い、本プランを着実に推進する。

市民部 3

取組担当部課一覧

取組項目

№

24

生活安全部

行政経営部

市民活動
推進部

総務部

財務部

部 課
№

施策

政策審議室

6

8

4

2

健康福祉部

2

7

総合政策部 20

広聴広報室 2
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数 数

   ※行政経営部行革推進課は各取組の進行管理を行い、本プランを着実に推進する。

取組担当部課一覧

取組項目

№
部 課

№

施策

13 14 こども政策課 25 28 2

子育て支援課 26-1 1

児童青少年課 25 26-2 2

33 34 35 36 産業政策課 65 66 67 68 69 70 6

37 40 観光課 73 74 2

農林課 71 72-1 72-2 80-1 4

38 39 40 41 環境政策課 75 76 82-1 83 84 5

42 43 44 環境保全課 77 78 79 80-2 4

ごみ減量対策課 75 85 86 87 88 5

03 27 30 32 都市計画室 5 53 54 81 82-1 5

41 交通政策室 59 63 64 3

12 29 31 住宅対策課 24 1

公園課 57 58-1 62-1 3

30 31 32 41 計画課 61 62-2 82-1 3

管理課 62-2 82-2 2

交通事業課 60 64 2

補修センター 62-1 1

下水道部 29 41 2 総務計画課 58-2 82-1 2

14 19 20 21 教育総務課 38-1 39 40-2 3

施設整備課 40-2 41 42-2 3

学事課 38-1 38-2 40-2 42-1 4

指導室 28 37 39 40-1 40-2 42-1 6

17 21 22 23 生涯学習総務課 42-2 43 47 3

24 25 31 スポーツ振興課 33 42-2 45 46-1 46-2 62-1 6

学習支援課 43 44-2 2

文化財課 49 50-1 50-2 3

図書館 44-1 1

出納課 08 1 16-1 1

監査事務局 08 1 16-1 1

合計 95 162

生涯学習
スポーツ部

学校教育部

こども
家庭部

産業振興部

環境部

まちづくり
計画部

まちなみ
整備部

道路事業部

2

6

4

7

7

5

3

4
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１　新しい時代にふさわしい創意にみちた協働のまち

01

取組年度

１．市民参加・参画のしくみづくり
２．市民参加・参画の環境づくり

　市民参加及び協働を推進するための条例の制定などを含め、市民参加・参画の基盤
となるしくみをつくるとともに、それを支援する環境を整備することにより、市民の
思いがまちづくりにいかされる協働のまちをめざします。

担当部署

政策審議室

市民自治のしくみづくり

・「行政と市民活動団体との協働のあり方に関する基本方針」で協働に関する市
　の基本的な考え方を明記
・市政への市民参加の１つとして「審議会等委員の市民公募に関する指針」を制定
・「会議の公開に関する指針」により、開かれた市政を推進
・「市政世論調査」「市政モニター」「タウンミーティング『市長と語る』」
　「げんきフォーラム」を実施し、市政への市民の意見、提案を聴取
・新たな事業を実施する際に、案をホームページに掲載するなど、市民の意見を
　聴取

　市民参加や協働など市民自治を推進する制度の体系化

17年度

≪1≫

取組内容
・市民参加や協働など市民自治を推進するためのしくみを学識経験者を含む市民
　会議及び庁内で検討
・市民参加や協働など市民自治を推進するための条例などの制定及び施行

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

市民自治の推進施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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１　新しい時代にふさわしい創意にみちた協働のまち

取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題
・市民の自立性、自主性を阻害せず、独自の公益活動を行う団体の活動資金の確保
・公益活動を資金援助したい市民の善意と公益活動団体を結びつけるしくみづくり

取組内容 　市民活動団体に資金支援を行うしくみとして、「（仮称）地域ファンド」の研究

≪2≫ 取組項目 地域ファンドの研究

現　　状

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・行政上の目的のために、多様な団体や個人へ市から補助金を交付
・公益的な事業を自ら企画、実施する市民活動団体へ「市民企画事業補助金」を
　交付
・市から交付される補助金は市の施策の範囲内に限定

担当部署

協働推進課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№1　参考資料≫

647 639
612

417

719

300

400

500

600

700

800

12 13 14 15 16 年度

タウンミーティング参加人数の推移

人

審議会等委員の選出区分別構成割合(16年12月28日現在)

13%

10%

14%

市民・市民活動団体
21%

学識経験者・有識者
42%

学識経験者・有識者 市民・市民活動団体 行政・市職員
選挙選出委員・議員 関係者その他
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02

19年度17年度

取組年度

　「行政主導」から「市民と行政が対等な立場で、相互の特性を認め、地域の問題の
解決や共通する目標の実現に向かって協力・協調するまちづくり」へと転換します。
そのために、行政と町会・自治会、市民活動団体、大学、企業がそれぞれ相互に連携
をとりあい、さまざまな立場から参画・協働していける環境をつくります。

担当部署

政策審議室
協働推進課
市民総務課

参加・協働の推進に向けた環境づくり

　各種委員会における市民委員の公募や市民会議、市政世論調査、市政モニター、
パブリックコメント、各種シンポジウムを通じた市民参画の推進

１．町会・自治会、市民活動団体との協働
２．学園都市の特性をいかした大学、企業との協働
３．協働推進のための連携

≪3≫

・地域住民の意見を総合的に把握し、施策に反映するしくみの確立
・市民センター、市民集会所、地区会館の位置づけの明確化
・大学・企業などとの連携、ネットワークの構築

施策番号

取組内容

・地域住民の意見を集約し、施策への反映や実行の主体となる地域の協議会の検討
・拠点的な事務所には、市民が協働を進めるための場の確保
・地区会館の地元移管
・市民集会所の役割の検証
・市民集会所条例の改正
・市民企画事業の促進

施策のめざす方向

施策の展開

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

　地域(自治体)経営改革

取組　№

現　　状

市民と行政との協働施策名

18年度
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課　　題

現　　状

現　　状

課　　題

取組年度

17年度

・町会・自治会や市民活動団体との協働による行政運営事例の拡大
・市の各担当部署では、町会･自治会や市民活動団体とそれぞれ個別に協働を実践
・協働で実施した事業の実態調査を実施

担当部署18年度 19年度

取組　№

・住民参加型ミニ市場公募債を本市の資金調達の手段として位置付け
・市民生活に関わりの深い事業を中心に選定
・継続的な発行を目指した制度構築

・行政への市民参加機会のさらなる促進
・市民協働による資金の自力調達

　行政(市役所)経営改革

　市と町会・自治会や市民活動団体が協働するにあたって有した課題の共有

取組内容
・市と町会・自治会や市民活動団体が協働する際に生じた問題点の明確化
・問題が生じた原因の分析と庁内で課題を共有する方法の検討

≪4-2≫

17年度 18年度 19年度 担当部署

協働推進課

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・地方分権が進展するなかで、市民の行政への積極的な参加気運が醸成
・17年度地方債計画において、住民参加型ミニ市場公募債は、3,300億円(前年度
　比10％増）発行見込み

≪4-1≫ 取組項目 ミニ市場公募債の発行

財政課

取組項目 市民活動団体の課題を共有するしくみづくり

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

取組内容
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03

　地域(自治体)経営改革

地方主権の確立施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪5≫

取組内容

・保健所政令市への移行協議
・中核市移行に向けた具体的な検討
・市民を交えた構造改革特区・地域再生計画の策定、活用及び展開
・都市政策研究会議の体制強化

１．戦略的な地域経営
２．中核市への移行
３．政令指定都市に向けての研究

　地域の身近な問題は最も身近な自治体が解決することを基本とし、自己決定、自己
責任を前提に、市民意思を尊重してまちづくりをおこなう自治体をめざします。
　分権の時代にふさわしい国や東京都との関係を築くとともに、まちづくりの選択肢
が広がる中核市への移行などにとりくみます。

担当部署

政策審議室
都市計画室

分権時代にふさわしい自主施策の展開によるオ
ンリーワンのまちづくり

・構造改革特区については、これまで8件の提案を行い、1件(教育特区）が認定
・地域再生計画は、16年6月に「余裕教室の活用によるのびのび子育て支援計画」
　が認定
・｢経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004(骨太2004）」の主な改革及び
　重点施策は、『地域の真の自立(三位一体改革)』と『地域再生の積極的展開』
・保健所政令市移行に向けて16年6月に都・市協議会を設置

・斬新な発想による政策立案の実施
・行政と市民、地域の民間事業者との協力のもと、自主性と創意工夫を凝らした
　持続可能な地域再生の実現
・地方主権の確立に向けた関係団体との役割分担の明確化

17年度

取組年度
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　行政(市役所)経営改革

政策審議室
総務課

17年度 18年度 19年度 担当部署

≪6-2≫ 取組項目
既存データの有効活用に向けた収集データの一
元化

・国勢調査、事業所・企業統計調査など各種指定統計は統計法に基づき情報の収
　集と効率的な集計を実施
・その他の情報は各担当部署が必要に応じて適宜調査

　15年8月、17部（14名兼務、3名専任）に企画調整担当主幹を配置

担当部署

政策審議室
経営管理課

　政策立案を行うため、地域を取り巻く様々な環境の変化をデータとして集約し、
客観的に分析・評価していくしくみづくり

　統計データの有効活用と基本的なデータの一元管理及び分析のため、市政資料室
と統計担当の再編

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

取組内容

課　　題

現　　状

取組　№

≪6-1≫ 取組項目 企画調整担当の充実

現　　状

課　　題
・各部の政策形成過程における｢根拠法令｣｢法令違反の有無｣｢新規条例制定の必
　要性・可能性｣の検討など政策法務機能の充実
・各部をまたがる課題への柔軟な対応

取組内容
・企画調整担当主幹の職務の明確化と専任化推進
・委員会事務局を含む全ての部署に企画調整機能を整備

取組年度

17年度 18年度 19年度
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　地域(自治体)経営改革

説明責任の着実な実行施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪7≫

取組内容

・政策課題の提起や、政策立案過程での情報発信による提案型広報紙の拡充
・市民から寄せられた提案や意見の評価・分析の充実
・情報の内容や量・スピードなどを整理し、速報性のあるホームページや客観
　性の高いメディアを活用したパブリシティ活動など、広報媒体の特徴に応じ
　た情報の発信（戦略的広報活動の展開）

１．積極的な情報の公開・提供
２．広聴・広報の充実

　市は、市民と行政が情報を共有するため、積極的に行政情報を発信・提供するとと
もに、市民の提案や意見を的確に把握するしくみをつくります。それらの過程におい
て説明責任を果たし、市民と行政の相互理解を深めます。

担当部署

広聴広報室

開かれた市政の推進に向けた広聴と広報の連携
拡充

・市民の意見や提案を集約する広聴と市民に情報を発信する広報が連携し、市
　民と行政が情報を共有できる開かれた市政運営を推進
・事業所管との連携を図りながら市民の声を政策提案へと活かしていくことが
　必要

・広聴活動と広報活動の連携の強化
・だれもが市政に対する意見や提案ができ、その市民の声を政策に反映できる
　市政運営

17年度

取組年度

30



　行政(市役所)経営改革

・「八王子ゆめおりプラン（実行編）」は、本市の基本構想・基本計画である
　「八王子ゆめおりプラン」の施策目標を実現するため、17～19年度の3か年に
　特に力を入れていく主要な事業を掲載
・「八王子ゆめおりプラン（実行編）」はホームページに掲載し、図書館・市政
　資料室へ配架

担当部署

政策審議室
広聴広報室

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪8≫ 取組項目 重点施策を積極的に発信するしくみづくり

現　　状

課　　題 　市の重点施策を発信し、市民へ中期的な方向性を積極的に示す機会の設置

取組内容
・重点施策について各部単位で説明する機会の充実
・情報発信の機会を増やすための市長の「メールマガジン」発行

取組年度

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№8　参考資料≫

掲載数は、朝日・毎日・読売・産経・東京・日本経済新聞に掲載され
た記事の延べ件数

市政情報の提供件数と新聞への掲載数

278 353
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掲載数

0
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取組年度

施策のめざす方向

施策の展開

取組内容

　地域ごとの個性や魅力を活かすための、市役所と市民のパートナーシップ構築と
対人サービスの充実による地域サービスの再構築

　地域(自治体)経営改革

１．質の高いサービスの提供
２．窓口サービスの充実
３．近隣自治体との相互サービス
４．電子自治体の実現

　市民の要望を継続的に把握し、総合窓口化やＩＴ（情報技術）の活用などにより迅
速性と利便性を高め、多様で的確な質の高いサービスの提供につとめます。

・拠点的な事務所において地域コミュニティ支援機能、福祉、子育てなどの相談機
　能を充実
・拠点的な事務所の設置場所を「八王子ゆめおりプラン」で示した地域拠点を基
　本に検討
・交通至便の場所での日常に必要な届出ができるミニ市役所設置の検討

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

政策審議室
経営管理課

地域における行政サービスの再構築

　市民部事務所のサービスは、住民登録や戸籍などの届出・申請や証明機能が中心現　　状

課　　題

取組項目

施策番号

19年度

取組　№

市民サービスの向上施策名

18年度17年度

≪9≫
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ＩＴ推進室

・情報システムに関するシステム構築や管理委託は専門性が高く、適正価格を把
  握するのが困難
・情報資産を守るための対策として情報セキュリティ基本方針、対策基準及び各
　部の実施手順を15年度に策定
・住民基本台帳ネットワークではセキュリティ監査を実施

・情報処理システムに要する経費の適正な評価
・職員一人一台パソコンの現状を踏まえ、全組織、全職員をあげてのさらなる情
　報セキュリティ機能の強化

17年度 18年度 19年度

取組内容

課　　題

・情報処理システムに要する経費について、管理運用のアウトソーシングなどに
　より、人件費・委託料を大幅に削減
・情報セキュリティ基本方針、対策基準及び各部の実施手順を有効に機能させる
　ため、運用実態の検証結果に基づくセキュリティ監査の拡充

取組年度

担当部署

効率的で安全な電子自治体の構築

現　　状

市民課

・本庁から事務所に職員を派遣できる体制の構築
・地域特有の市民サービスが推進できる体制の構築

担当部署

≪10-2≫ 取組項目

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

モデル実施後、
順次導入

取組年度

17年度 18年度 19年度

取組内容

取組　№ 柔軟な窓口体制の構築

現　　状

・外国人登録の受付は、本庁のみで実施
・由木地区では、大学の集中などから外国人登録人口が増加し、本庁までの交通
　の便が悪いこともあり、受付要望が増加
・地域により要望の高い市民サービスがある

　行政(市役所)経営改革

　市民に身近な事務所での全市一律ではない必要に応じた柔軟な対応課　　題

取組項目≪10-1≫
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06 計画的都市経営施策名

18年度17年度

≪11≫

施策番号

19年度

取組　№

・行政評価とも連動した行政計画の簡素な進行管理のしくみづくり
・行政計画の推進状況公表の制度化

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

政策審議室
経営管理課

行政計画の整理

・施策分野ごとに個別の行政計画を策定
・行政計画の策定根拠
　①法による策定の義務付け
　②法による策定の努力義務付け
　③本市独自の判断による策定
・「八王子ゆめおりプラン」以前に策定した行政計画が存在
・一部の行政計画において進行状況を公表

・本市の基本構想・基本計画である「八王子ゆめおりプラン」と個別行政計画と
　の整合性の確保
・市民にわかりやすい計画体系の確立

施策のめざす方向

施策の展開

取組内容

現　　状

課　　題

取組項目

１．計画行政の推進
２．成果重視の行政運営
３．機能的組織の検証

　基本構想・基本計画に掲げた都市像実現のため、実施計画を策定するとともに、施
策評価を実施し、その結果を反映することにより、計画的な都市経営の推進につとめ
ます。

　地域(自治体)経営改革

取組年度

34



　行政(市役所)経営改革

≪12≫ 取組項目

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ 政策選択基準の明確化

現　　状

　新規事業採択の基準を明確化、ルール化

取組年度

担当部署

方向性を決定

政策審議室

・「八王子ゆめおりプラン（実行編）」は、本市の基本構想、基本計画である
　「八王子ゆめおりプラン」の施策目標を実現するため、17～19年度の3か年に
　特に力を入れていく主要な事業を掲載
・新規事業の採択にあたっては、内部基準を設けて選定

　市民に対して事業選択の説明責任を果たすしくみの確立

17年度 18年度 19年度

取組内容

課　　題

≪取組項目№11　参考資料≫

八王子ゆめおりプラン

17の基本施策

事務事業（中事業）

44の施策

細事業（予算事業）

八王子
ゆめおりプラン
（実行編）

P lan (計画）

事業実施

予算計上

D o(実施）

事務事業評価

施策評価

細事業評価

行政評価

C heck (評価）

事業構成の見直し

課題の発見

A ction (見直し）

マネジメントサイクル

八王子ゆめおりプラン財政計画編
八王子市中期財政計画（平成17～19年度）より
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施策のめざす方向

施策の展開
１．定員管理の適正化
２．最少の経費で最大の効果を果たす行政運営
３．民間経営手法をとりいれた効率的な事業の執行管理

　最少の経費で最大の効果を果たす行政運営をおこなっていくため、事務事業評価な
どを通じて効率的・経済的な事務の執行につとめます。

担当部署

経営管理課

最少の経費で最大の効果をあげるための行政
サービスの提供方法の検証

・行政評価の最小単位である細事業評価で、他に事業目的を実現する有効な手段
　がないか検証
・次年度の予算編成前に、現在の事業より効果があがる手法（直営、委託など）
　はないか検証

　最少の経費で最大の効果をあげるための行政サービスの提供方法の確立

・委託を含めた民営化の推進
・職務内容(単純・複雑、定型・非定型、非専門・専門）に応じて、職員、再任
　用短時間勤務職員、嘱託員、臨時職員などの多様な雇用形態による職員の配置

取組年度

取組項目取組　№

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

　地域(自治体)経営改革

取組内容

現　　状

施策番号

19年度

課　　題

効果・効率的行政運営施策名

18年度17年度

≪13≫
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人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

課　　題

業務の繁閑に柔軟に対応する体制づくり

現　　状

≪14≫

　年度により必要な人員数にバラツキがある統計法に基づく調査は固定職員とせ
ず、各部からの応援体制を強化することで柔軟な対応を実施

取組年度 経営管理課
総務課

取組内容

17年度 18年度

取組項目

　国勢調査、事業所・企業統計調査など各種指定統計は統計法に基づき情報の収集
と効率的な集計を実施

　固定職員の最少化による効率的な調査体制の確立

担当部署19年度

　行政(市役所)経営改革

市政世論調査報告書

≪取組項目№13　参考資料≫

多摩26市の職員１人あたりの市民数
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取組年度

施策のめざす方向

施策の展開

取組内容

・過去に取得したが将来においても有効利用が見込めない普通財産の積極的な売却
・普通財産の有効活用

　地域(自治体)経営改革

１．計画と連動した予算編成と財政基盤の確立
２．市税の適正な賦課と徴収
３．受益者負担の適正化
４．財産の有効活用
５．適正な公金の管理

　計画と連動した予算編成をおこない、基本計画に掲げる施策を確実に実行し、市民
サービスを安定的・継続的に供給できる財政運営をめざします。

・普通財産を特定の者が利用している場合、利用者へ買取を請求
・普通財産のうち、遊休地については、主に一般競争入札により売却
・市の土地利用について、市民の意見が取り入れられるしくみを検討

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

管財課

市民視点の財産管理

・普通財産の一部を個人住宅用地などとして貸付
・遊休地を保有していることで維持管理経費が発生
・売却困難な普通財産を保有

現　　状

課　　題

取組項目

施策番号

19年度

取組　№

持続可能な財政運営施策名

18年度17年度

≪15≫

38



政策審議室
税制課

・現在、税務部の業務は市税の適正な賦課と徴収
・税務部の業務を適正かつ効率的に処理するため、総合税システムを導入済
・総合税システムには、データの加工・編集機能はなく、税情報を市政運営の基
　礎資料として活用することについては未検討

　加工、編集した税情報の有効活用

17年度 18年度 19年度

取組内容

課　　題

・税情報を統計資料として加工・編集できるシステムの導入により、税のデータ
　から企業進出の地域別傾向の資料や地域別地価の動向、中心市街地と周辺地域
　との地価の比較など活用目的に合わせた資料作成
・税情報を分析し、経済指標などの統計資料として加工・編集できる能力を持っ
　た人材の配置・育成

取組年度

担当部署

統計資料としての税情報の整備

現　　状

財政課
出納課

監査事務局

・18年度までに第3回市議会定例会期中（9月）で決算を認定
・未執行予算の一部の使途を翌年度に事業部門が決定できる｢予算メリットシス
　テム」など、単年度予算主義の弊害を法の範囲内で克服するしくみの研究

担当部署

≪16-2≫ 取組項目

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

17年度 18年度 19年度

取組内容

取組　№ 企業会計の利点を応用した公会計制度の研究

現　　状

・公会計の特徴
　①一会計年度内における現金の収支によって財政動向を把握
　②5月末までが出納整理期間（各会計決算審査8月）
　③減価償却、引当などの概念は不存在
　④予算の適正な執行が目的
　⑤予算制度は単年度主義が原則
・バランスシートや行政コスト計算書など企業会計的手法を用いた財政診断を実施

　行政(市役所)経営改革

・決算結果公表の早期化による評価-計画-予算への迅速な反映
・発生主義会計をはじめとする企業会計的手法でのコスト把握による財務情報の
　提供

課　　題

取組項目≪16-1≫
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09

取組年度

１．新たな人事制度の導入
２．研修制度の充実
３．職場づくりの推進
４．安全衛生の推進

　高度化・多様化する市民要望、厳しい財政状況、地方分権時代の都市間競争に対応
し、より質の高い市民サービスをつくり出していく職員の育成をはかるとともにその
活用につとめます。

担当部署

職員課

人事白書と人材育成実施計画の策定

　「人材育成基本方針」に基づき、市民満足度を高める「付加価値」の高い行政
サービスを継続的に提供できる職員を育成

・計画的な人材育成計画と組織力を高める公正で納得性の高い人事制度の確立
・｢人材育成基本方針｣に基づく人材育成の強化・充実

17年度

≪17≫

取組内容
・人事白書の作成、分析により、これまでの制度の検証
・年度ごとの取組をより具体的に示した実施計画と研修基本方針の策定

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

人材の育成と活用施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題 　制度の透明性の確保及び会費と交付金の負担割合の適正化

取組内容
・八王子市職員互助会の条例化
・会費と交付金の負担割合1：1

≪18≫ 取組項目 職員互助会の位置付けの明確化

現　　状

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・八王子市職員互助会は、地方公務員法に基づき市が職員の福利厚生を実施する
　ために設立した団体
・アウトソーシングによる経費削減
・執行体制の見直し(派遣職員２名→１名)

担当部署

政策審議室
職員課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№17　　参考資料≫

職員互助会会費収入と交付金収入の推移

99,175
78,250 75,681 73,265

49,647

39,167 38,210 36,946

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

12 13 14 15

市交付金 会費

 １９年度までに
市交付金と会費
の割合を
　　１　：　１　へ

50％
条例化

～19

50％

※市交付金は事業費に充当する

主査

主任

新人

課長補佐

複合職

総合職
（課長・部長等）

専門職
再任用
制度

新任研修

主査研修

中堅職員研修

ジョブ・
ロ－テーション

選考試験

自己申告制度
（進路希望等）

複線型人事ルート

　自己申告制度
（自己適正、自己啓発状況等）

選考試験

選　考

良好な

人間関係の形成
組織の目標及び

情報の共有

学びやすい

職場環境の形成

適切な

リーダーシップの発揮

人を育て、活力を生み出す職場づくり

適性発揮期間

進路決定期間
自己確立期間

適性発見期間

高度専門能力
管理能力
開発期間

専門能力
開発期間

一般能力
開発期間

自
己
啓
発

（
自
主
研
究
活
動
支
援
/
通
信
教
育
助
成
等

）

職
場
研
修

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ

）

実
務
研
修
/
各
種
特
別
研
修
/
派
遣
研
修

育
成
面
談
制
度

勤
務
評
定
制
度

目
標
に
よ
る
管
理

やる気を高め、人を活かす人事制度

管理職研修

八王子市人材育成基本方針より

能力を引き出し、高める研修制度
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２　一人ひとりが大切にされ共助で築くふれあいのまち

10

　地域(自治体)経営改革

人とひととの支え合い施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪19≫

取組内容
・各課題に目標値を設定
・事業担当部署が自己評価を行うための基準策定
・市民委員などにより構成される「男女共同参画施策推進委員会」で評価

１．平和・人権意識の醸成
２．ノーマライゼーションの推進
３．男女共同参画社会の推進

　だれもが生きがいを持って充実して暮らすために、あらゆることに参加できる環境
を整備し、お互いに立場を尊重しあって、平和で安心して暮らせるまちづくりをめざ
します。

担当部署

経営管理課
男女共同参画課

市民参加で行う男女共同参画施策推進のしくみ
づくり

・男女共同参画協議会からの提言書などを参考に16年3月「男女が共に生きるま
　ち八王子プラン」を改定
・主要課題5、課題14、施策41に整理
・16年9月に市民委員や地域などの関係機関代表者により構成される「男女共同
　参画施策推進委員会」を設置

　男女共同参画の視点による各事業担当の実施事業に対するPDCAサイクルの構築

17年度

取組年度
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２　一人ひとりが大切にされ共助で築くふれあいのまち

　行政(市役所)経営改革

・8年に策定した「地域福祉活動計画(計画期間8～17年度）」に基づき活動
・地域福祉を取り巻く環境の激変に伴い事業を拡充
　①介護保険制度のもと、「居宅介護支援事業所」の設置（14年10月）
　②支援費制度のもと「ヘルパーステーション」の開設（15年4月）
・14年度から学童保育事業の受託件数増に伴う常勤指導員の増加

担当部署

政策審議室
健康福祉総務課

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

≪20≫ 取組項目 社会福祉協議会のあり方の検証

現　　状

取組　№

課　　題
・効果的かつ効率的な資源配分の確立
・町会自治会や(財)八王子市学園都市文化ふれあい財団との連携強化
・職員管理体制の充実

取組内容
・評価制度の導入支援
・市民を交え、｢地域福祉活動計画｣改訂(17年度)に際して密接なる連携
・経営改革案の策定支援

取組年度

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№20　参考資料≫

社会福祉協議会　学童保育事業の推移

143人116人97人42人42人

40
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11

　地域(自治体)経営改革

地域での支え合い施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

≪21≫

施策番号

町会・自治会の
加入率70％

19年度

取組　№

取組内容
・町会・自治会の活動実態把握と情報発信支援
・地域ポータルサイトの検討

１．コミュニティ活動の育成
２．生活安全対策の充実
３．コミュニティ拠点の充実

　保健福祉、生活安全、防災対策、環境との共生社会の実現など、地域の課題を解決
していくためコミュニティづくりを推進していきます。また、市民センターの機能を
拡充し、拠点事務所とともに地域の中核的施設として位置づけ、コミュニティ活動の
活性化をめざします。

担当部署

協働推進課

コミュニティ組織の基盤づくりの推進

・地域には、町会・自治会、市民活動団体など多彩な組織が存在
・町会・自治会の加入世帯数は増加
・市民の約5割がボランティア活動、地域活動に参加

・コミュニティにおける町会・自治会など地縁型住民自治組織と市民活動組織と
　の連携強化
・町会・自治会を中軸とした地域活動団体の連携強化
・地域の共通の課題の明確化

17年度

取組年度

44



　行政(市役所)経営改革

・コミュニティ施策の推進は、市の協働推進課で総合的な企画調整を行い、(財)
　八王子市学園都市文化ふれあい財団のコミュニティスポーツ振興課がコミュニ
　ティの育成や住民協議会の運営など推進活動を実施
・地域への愛着心やコミュニティ意識の醸成を目的としたアドプトやサタデース
　クールなどの事業は、それぞれ市の事業担当部署が実施

担当部署

政策審議室
協働推進課

健康福祉総務課

・(財)八王子市学園都市文化ふれあい財団、八王子市社会福祉協議会と市とのネ
　ットワーク化
・庁内での情報共有

取組内容
・情報共有のための人事交流
・コミュニティ施策を軸とした横断的組織の立ち上げ

≪22≫ 取組項目 コミュニティ推進策に関する市の役割の検証

現　　状

取組　№

取組年度

17年度 18年度 19年度

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

課　　題

≪取組項目№21　　参考資料≫

52.9
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7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

125,000

130,000

135,000

140,000

145,000

150,000

155,000

団体数　　
(左目盛)

加入世帯数
(右目盛）

年度

町会・自治会数と加入世帯数の推移（平成7～16年度）
世帯団体

町会・自治会加入世帯数の割合（他市との比較）

※平成16年6月1日現在
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12

取組年度

１．暮らしの相談・支援体制の充実
２．住宅対策

　生活環境向上のため、消費生活、法律、福祉などの広範な分野の相談機能を充実さ
せ、拠点事務所で相談できる体制を整備するとともに、情報収集・提供機能を充実さ
せていきます。また、住宅対策をすすめ、居住環境の向上をめざします。

担当部署

暮らしの安全安心課

地域の相談機能の充実

・近年、相続や家庭生活などの一般相談件数は増加
・生活が多様化、複雑化している現在、日常生活の上で市民が抱える様々な不安
　や問題が増加

　市民にとって身近なところでの相談機能の充実

17年度

≪23≫

取組内容
　地域で既に活動している、あるいは活動しようとしている生活相談を行う団体と
の連携も視野に入れ、相談の場を拠点的な事務所に設置

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

暮らしの相談・支援施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題 　住宅相談機能など時代の要請に応じた体制の確立

取組内容
　15年度の組織改正以降の住宅状況を考慮して、市と(財)八王子市住宅・都市整備
公社との役割分担を明確化

≪24≫ 取組項目 住宅対策に関する市の役割の検証

現　　状

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・これまでの本市の住宅対策は、市営住宅の建設・管理が業務の中心
・(財)八王子市住宅・都市整備公社では、市からの受託業務のほかに住宅に関す
　る相談事業を実施

担当部署

政策審議室
住宅対策課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№23　参考資料≫

2,027

1,686

1,127

2,347

3,329

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

件

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

一般相談受付件数・５年間の推移

順位

1 相 続 （４１５） 相 続 （３２１） 相 続 （９７） 相 続 （２８７） 相 続 （３４３）

2 家庭生活 （２６２） 家庭生活 （２３１） 家庭生活 （９０） 家庭生活 （２３９） 家庭生活 （３１８）

3 相隣関係 （２４５） 不 動 産 （１９２） 金銭貸借 （８２） 金銭貸借 （２１３） 金銭貸借 （２４６）

4 金銭貸借 （２４０） 金銭貸借 （１７６） 離 婚 （７９） 離 婚 （１７０） 離 婚 （２０６）

5 不 動 産 （２１０） 相隣関係 （１３９） 不 動 産 （５８） 不 動 産 （１１６） 相隣関係 （１８３）

一般相談：内容別受付件数順位・５年間の推移

※「その他」を除く上位５位までを掲載。　（　　　）は件数。

15年度１１年度 12年度 13年度 14年度
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13 子どもの健全育成施策名

18年度17年度

≪25≫

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

こども政策課
児童青少年課

地域における子ども自身の育ちを支援するしく
みづくり

・16年10月、子ども家庭支援ネットワーク構想に基づき、子育て支援を行う子ど
　も家庭支援センターをクリエイトホール内に、地域子ども家庭支援センター
　(分館)をみなみ野に設置
・児童館運営は、従来学童保育(放課後児童健全育成事業）と一体的に事業展開し
　てきたため、利用者はどちらかというと小学校低学年児童が多い状況

　地域における中・高校生の居場所づくりを進め、小学校高学年、中・高校生が地
域の中で、社会性を身につけ、自らが成長できるよう、様々な社会・生活体験の機
会を提供

　地域(自治体)経営改革

取組内容 　小学生だけでなく、中・高校生の子育ちのための児童館の役割を構築

施策のめざす方向

施策の展開

１．健全育成体制の確立
２．家庭への支援
３．地域での支援
４．施設での支援

　子ども一人ひとりの権利を尊重し、家庭や地域のなかでいきいきと育てるととも
に、青少年の健全育成の充実をはかるなど、安心して子育てができる環境づくりを、
学校教育との連携をはかりながら、すすめていきます。

取組年度

48



・地域子ども家庭支援センターとの連携及び一部機能補完
・現状では民間保育所での対応が比較的困難である①障害児保育枠の設定、
　②被虐待児の緊急一時保育、③家庭福祉員支援などの保育ニーズへの対応

課　　題

取組項目≪26-1≫

現　　状
・市立保育園17園(私立65園）
・延長、一時、休日、年末保育などサービスの充実

　行政(市役所)経営改革

機能拡充を目指した市立保育園の再編

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

長房西保育園民営化
他の園は順次公設民
営化

取組年度

17年度 18年度 19年度

取組内容

取組　№

「（仮称）子ども健全育成費」の創設

現　　状

子育て支援課

・10園を地域子ども家庭支援センターと連携する市立保育園と位置付け
・その他の７園については民営化及び統合

担当部署

≪26-2≫ 取組項目

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

取組内容

課　　題

　子どもに関わる領域として児童福祉費に新たな科目を設置

取組年度

担当部署

児童青少年課

・子どもに関する予算は、民生費の児童福祉費と教育費の青少年健全育成費に計上
・組織は15年8月にこども家庭部として一体化

　予算の集約と効果的執行により施策目標と組織目標の一致

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№25　26-1　参考資料≫

地域子ども家庭支援センター

第一ブロック

地域子ども家庭支援センター

第五ブロック

地域子ども家庭支援センター

第四ブロック

連携機関　保健所　保健センター　児童相談所
　　　　　　　民生・児童委員、主任児童委員

　　　　　　　医療機関　教育機関　教育センター

　　　　　　　療育機関　人権擁護機関

　　　　　　　児童養護施設　学識経験者

　　　　　　　保育機関　医師会　歯科医師会

　　　　　　　警察　家庭裁判所　行政機関

地域子ども家庭支援センター

第ニブロック

子ども家庭支援センター

地域子ども家庭支援センターみなみ野

第三ブロック

児童館

幼稚園

小・中学校

保健センター教育センター

医療機関

町会・自治会

民生児童委員

保育園

保健所

療育機関

児童養護施設

市民活動団体

児童相談所

学童保育所

49
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　地域(自治体)経営改革

障害者支援施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪27≫

取組内容 　本市の基本方針策定と取組の再構築

１．自立支援
２．社会参加の促進

　障害者が地域社会で自立した生活を送れるよう支援するしくみづくりをすすめると
ともに、さまざまな活動に積極的に参加できる環境を整備し、ノーマライゼーション
の理念に基づき、地域住民と障害者がともに支えあって生活するまちをめざします。

担当部署

障害者福祉課

障害者支援サービスの再構築

・国(厚生労働省)では障害者（児）の地域生活支援の在り方に関して利用者本位
　のサービス提供を実現し、支援の充実を図る方策を検討
・「施設の在り方も含め、地域生活を軸にサービス体系全体を再検討」「障害別
　に分立している福祉法制の総合化や、所得保障の確立、扶養義務の範囲の見直
　しや、障害の定義の見直し」に向け法案整備中

　国が整備中の法案の動向を注視しながらも、地方分権の趣旨から本市の実態を早
急に整理し、地域で真に必要とされているニーズに対応

17年度

取組年度

50



　行政(市役所)経営改革

・法や年齢の違いにより、担当する部署が異なる
・障害者本人を主体とした一貫した支援体制の構築が必要

担当部署

障害者福祉課
保健センター
こども政策課
指導室

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪28≫ 取組項目 障害を軸とした支援体制の構築

現　　状

課　　題
　知的障害者福祉法などで対象とならない軽度発達障害児を含む障害児について、
乳幼児期から卒後就労期までの一貫した支援

取組内容
　医療、福祉、教育などの横断的支援体制について、ライフステージの結節点をこ
ども家庭部中心に補うとともに、関連した部署が連携した横断的な体制を構築

取組年度

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№28　参考資料≫

福 祉

医 療

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
即
し
た
一
貫
し
た
支
援
体
制

障害児とその家族に対し、

乳幼児期から就労期までの

一貫した支援体制

早期発見・早期療育支援

就労支援

生活支援

子 ど も

特別支援教育

教 育
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取組年度

１．生涯現役社会の推進
２．高齢者の生活環境の充実
３．在宅サービスの充実
４．施設サービスの支援

　高齢者が健康で生きがいを持ち、社会参加しやすい環境を整備し、住み慣れた地域
で安心して暮らせるまちをめざします。

担当部署

協働推進課
高齢者支援課

シニア世代を支援するしくみづくり

・19年から3か年でいわゆる「団塊の世代」が定年退職
・定年退職≒地域への帰属
・一般的に『高齢者』は65歳以上と定義され、「団塊の世代」はその予備軍
　(シニア世代の若手）
・「団塊の世代」の約７割は定年退職後も就労希望(働き方は「独立・自営」
　「フルタイムでない」を指向）　【NPO法人NALCシニア研究所報告書より】

　生きがいとして、地域での公益活動や就労を希望するシニア世代若手と地域社会
の融合

17年度

≪29≫

取組内容
・公共施設に配備されたインターネットパソコンを活用した交流
・市民活動支援センターの相談機能、シニア世代への情報提供の充実

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

高齢者支援施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革

52



取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題
・(社)八王子市シルバー人材センターの役割の明確化
・行政からの自立

取組内容
・会員増加に向けて町会・自治会や老人クラブとの連携支援
・八王子しごと情報館との連携支援

≪30≫ 取組項目 シルバー人材センターの改革支援

現　　状

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・(社)八王子市シルバー人材センターは、国、東京都、本市から支援を受けて
　運営されている公益法人(社団法人)
・基本理念は、「会員による自主的・主体的な運営と会員の一人ひとりが豊か
　な経験と知識を活かし、お互い協力し合いながら、仕事を開拓し、働くこと」
・15年度：市補助金収入が約4千9百万円、運転資金3千万円を市から借入

担当部署

政策審議室
高齢者支援課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№29　　　参考資料≫

16年10月1日現在の本市の人口構成

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100 歳

人

いわゆる｢団塊の世代｣
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取組年度

１．介護保険
２．老人保健
３．国民健康保険
４．国民年金
５．生活保護

  国民健康保険や介護保険などの保険制度については、保険給付と負担とのバランス
を確保しながら、健全な事業運営を実現させ、市民の健康保持、増進、生活の安定を
めざします。また、生活保護制度については、適正な保護の実施につとめ、対象者の
生活の安定をはかるとともに、相談・指導業務を拡充し対象世帯の自立化をめざしま
す。

担当部署

生活福祉課

先進的な社会生活自立支援プログラムの導入

・生活保護制度については、社会保障全体のあり方見直しと合わせて、国(厚生労
　働省)の社会保障審議会が「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」を設置
　し、制度の見直し中
・保護開始件数の伸びに比較し、保護相談件数の伸び率が大
・生活保護の開始事由は、｢倒産、リストラなどによる稼動収入の減少、喪失｣が
　増加

　生活保護の適用に至らない低所得者や稼働能力はあるが雇用の機会をつかめない
被保護者に対し、地域の特性や社会資源を踏まえ自主的・独自的に自立・就労支援
を実施

17年度

≪31≫

取組内容
　ハローワーク・医療機関・民間事業者・社会福祉協議会などと連携し、社会生活
自立支援プログラムを策定・導入

施策番号

稼働能力を有して保
護開始となる世帯数

130世帯以下

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

社会保障施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題 　介護保険給付費の適正化

取組内容
　国民健康保険団体連合会介護給付適正化システムにより抽出された、不正請求の
疑いがある事業者に対する調査を強化

≪32≫ 取組項目 介護給付適正化システムの活用

現　　状

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・介護保険事業では、介護事業者が介護報酬を水増しするなどの不正請求・受給
　をするケースが急増
・12年度では全国で7か所だった不正請求・受給などで指定を取り消された事業
　所は、15年度には105か所
・上記もその一因となり、介護保険財政は厳しい状況

担当部署

介護サービス課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№31　参考資料≫

生活保護相談・申請世帯数と保護開始理由別世帯数

406 423
493 436 471

111 126
152 202

264152 134

154 148

146

107

4529

1829

875

1,034

576

685

860

919

1,095

754 764

877

0

200
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1,000

1,200

11 12 13 14 15 年度

世帯 その他

年金・仕送り等の
減少・喪失

倒産・リストラな
どによる稼動収入
の減少・喪失

傷病による稼動収
入減少・喪失

保護申請

保護相談(申請に
至った数は含まず)
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取組年度

１．健康づくりの推進
２．疾病予防対策の推進

　市民一人ひとりが生涯を通して主体的に健康づくり活動に参加し、市民・各種団体
と行政が協働して健康的な生活様式や健康を支援する環境づくりに組織的にとりく
み、生涯いきいきと暮らせる社会をめざします。

担当部署

保健センター
スポーツ振興課

健康づくりの具体的な推進

・国(厚生労働省)は、健康づくりや疾病予防を積極的に推進するため、12年3月
　から「21世紀における国民健康づくり運動（健康日本21）」を開始
・15年11月に市内の各種40数団体・公募市民と市で組織される「はちおうじ健康
　づくり推進協議会」を設置
・｢八王子市スポーツ振興基本計画」の基本理念・基本方針では、「健康の維持・
　増進」を明示

　スポーツ活動と健康づくりの連携強化

17年度

≪33≫

取組内容
・スポーツ教室と健康講話の有機的な連携
・スポーツ、レクリエーション関係組織による健康づくりの意識啓発

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

健康の維持・増進施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題
　健康診査の所期目的（勤務先などで検診を受けることのできない全ての市民が健
康診査を受診することで、生活習慣病の予防、早期発見、早期治療を図ること）の
達成

取組内容
・検診ニーズの把握
・受診定員の拡大など、受診者の要望に合わせた検診の充実を図るとともに、健
　康診査事業の受益者負担を適正化

≪34≫ 取組項目 健康診査の充実に向けた受診者負担のルール化

現　　状

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・基本健康診査受診者数は社会の高齢化に伴い増加し、検診結果が要医療の人の
　割合も増加
・がん検診は、定員超過により受診できない人が増加
・受診定員の拡大、検診の充実が市民要望

担当部署

地域医療推進課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№34　　参考資料≫

がん検診実施状況の推移
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人

定員超過によ
り受診できな
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受診者数

基本健康診査結果別受診者数の推移
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57



18

　地域(自治体)経営改革

医療体制づくり施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪35≫

取組内容
・准看護師が看護師の資格を得るための2年課程の役割は民間養成所支援に転換
・2年過程廃止により捻出した資源の集中により地域の福祉・医療に貢献する看
　護師を育成

１．医療連携システムの確立
２．救急医療の充実
３．在宅介護体制との連携

　かかりつけ医制度の推進や高度専門医療施設の整備、拡充を通じて地域医療体制を
確立するとともに、小児医療体制の充実や往診、訪問診療と在宅介護体制との連携に
よる高齢者に対する医療体制の整備により、すべての世代がいつでも安心して医療
サービスが受けられる体制の確立をめざします。

担当部署

看護専門学校

社会の要請に応えた看護師を育成するしくみづ
くり

・市立看護専門学校は、看護学科「2年課程」と「3年課程」で運営
・東京都において、看護師は増加しているものの、准看護師は減少
・東京都保健医療計画によると、都内看護職員の需給バランスは18年度で均衡化

　社会の要請に応えられる看護師の育成

17年度

取組年度

58



　行政(市役所)経営改革

・国民健康保険、老人保健、介護保険はそれぞれ法に基づき医療費支給、サービ
　ス提供
・医療機関との連携は地域医療推進課が対応
・予防業務は保健センターで実施

担当部署

国民健康保険年金課
高齢者支援課
介護サービス課
地域医療推進課
保健センター

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪36≫ 取組項目
医療サービスの充実と医療費適正化に向けた連
携強化

現　　状

課　　題
・少子高齢社会に対応した医療体制の整備
・医療費適正化の普及啓発
・増大する医療費の抑制・適正化

取組内容
　保健医療担当部署で疾病に関する統計データを収集・分析し、予防担当部署が活
用できる横断的な体制の整備

取組年度

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№35　　参考資料≫

東京都における看護師・准看護師の従事数の推移
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３　だれもがいつでも多様に学び豊かな文化を育むまち

19

取組年度

取組内容

　地域(自治体)経営改革

　学校と家庭、地域との連携強化の取組
　①学校だよりなどによる学校から地域への情報発信
　②総合的な学習の時間などにおいて外部の人材を活用
　③地域の職場や福祉施設の訪問
　④老人会との交流
　⑤年に数回の学校公開日を定め授業や行事の公開

　家庭、地域との連携を強化し、地域社会における学校の役割の確立

担当部署

１．時代の変化にともなう教育課題への対応
２．教育環境の整備
３．教員の資質向上
４．心身障害教育の充実
５．不登校児童・生徒への対応

　生涯にわたる学習の基礎づくりのため必要な学力の習得と体力の向上に力を入れる
とともに、自主性・自立性に富んだ、公共心のある児童・生徒の育成をめざします。

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

・家庭、地域などと連携した、地域人材の一層の活用
・家庭、地域と学校の連携のもと、教育に関する悩みについて共有し解決してい
  くしくみづくり
・地域活動への教員と生徒の参加促進

現　　状

課　　題

取組項目

17年度

≪37≫

指導室

地域における学校の役割の検証

施策名

18年度

施策番号

19年度

取組　№

学校教育の充実
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３　だれもがいつでも多様に学び豊かな文化を育むまち

担当部署

政策審議室
経営管理課
教育総務課
学事課

学校給食を充実する体制づくり

現　　状

・小学校給食は、臨時職員と正規職員の併用方式や委託方式も取り入れ実施
・給食調理業務の実施状況（16年度）：
　　小学校68校中、7校委託、24校臨時職員併用、37校正規職員のみによる直営
・中学校給食は、都内26市中17市(16年度)で実施され、保護者の要望が高い

課　　題
・効果・効率的な学校給食調理体制の構築
・中学校給食実現に向けた財源の確保

取組年度

17年度 18年度 19年度

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪38-1≫ 取組項目

取組内容
・官民の役割分担や費用対効果の視点を踏まえ、小学校給食調理体制の再構築
・中学校給食実施の検証

19年度

取組内容

17年度 18年度

　行政(市役所)経営改革

学校の適正規模の確保と廃校施設の有効活用取組　№

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度 政策審議室
学事課

・学校選択制の動向とあわせ、著しく小規模化している学校の統廃合と著しく大
  規模化している学校の学区調整の実施
・山間部など統廃合が困難な小規模校についての対応の検討
・廃校敷地の有効活用策については、全庁的な視点で検討するしくみの構築

担当部署

・学校規模の大小が教育環境上、子どもに与えるデメリットの解消
・廃校敷地の有効活用

課　　題

取組項目≪38-2≫

現　　状

・大規模開発に伴う地域的な人口増や社会の高齢化に伴う児童・生徒数の減など、
　大きな増減により増築を余儀なくされている大規模校や学級替えができない小
　規模校の発生
・15年3月　上館小・殿入小統廃合
　16年3月　寺田小・稲荷山小統廃合、松が谷小・三本松小統廃合
・旧殿入小敷地に、不登校児童・生徒のための学校「高尾山学園」を開校
・旧稲荷山小敷地は、自然科学研究資料の保管場所として暫定利用
・旧三本松小敷地は、新たな大学の進出候補地として活用を検討

児童数と小学校数の推移
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≪取組項目№38-2　参考資料≫

平成昭和

年度
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20施策番号

19年度

取組　№

特色ある学校づくり施策名

18年度17年度

≪39≫

取組内容
・家庭、地域の意向を反映し、より充実した教育をおこなうため、学校評価のあ
　り方の検討と、学校運営へ各評価を反映するしくみづくりの早期確立
・学力定着度調査の結果を踏まえた各学校の取組(改善策)に対する評価の実施

現　　状

課　　題

取組項目

担当部署

教育総務課
指導室

学校評価マネジメントサイクルの確立

・市民で構成されている「学校評議員」を小・中学校ごとに設置
・学校に対する外部からの評価や意見を公表

　学校内部による自己評価及び学校評議員による外部評価を学校運営へ効果的に反
映させる評価マネジメントサイクルの確立

施策のめざす方向

施策の展開

１．特色ある教育の実践
２．学校評価の実施
３．学校選択制の推進
４．部活動の充実

　それぞれの学校が主体性・独自性をもって学校経営にとりくむとともに、多彩な人
材・教材を有効にいかし、児童・生徒にとっても一層魅力ある学校づくりをめざしま
す。

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

　地域(自治体)経営改革

取組年度
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　行政(市役所)経営改革

指導室

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

取組内容

課　　題

校長がリーダーシップを発揮できるしくみづくり

現　　状

≪40-1≫ 取組項目

・主幹候補者の配置による、経営・監督ラインの構築
・教員の指導力や経営参画の意欲を高める人事考課制度の運用
・校長のもつ予算権限を広げる検討

取組年度

担当部署

・学校を組織的、計画的に運営するためには、校長のリーダーシップが不可欠
・人事考課制度の導入をはじめ、主幹制度の導入、学校の管理運営規則の改正、
  異動要綱の改正などにより、校長の権限を拡大

　校内情報の一元化と教育活動全般にわたる組織的対応や組織としての能力向上

17年度 18年度 19年度

≪40-2≫ 取組項目

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・部内及び学校間のネットワーク化
・教育に関するデータ及び児童・生徒情報のデータベース化
・既存の｢学齢簿」システムや「学びの扉」システムと連携した学校間とのネット
  ワークによる教育統合システムの導入

取組年度

担当部署

学校教育統合システムの導入

現　　状

教育総務課
施設整備課
学事課
指導室

・教育委員会と学校間を結ぶＩＴ整備は、｢学齢簿」システムと「学びの扉」シス
　テム（教材を中心とした学校地域イントラ）が整備
・教育に関するデータや児童・生徒情報は、各学校において収集・活用
・学校で行われる事務の多くが手書きや紙で処理

・教育委員会と学校間の情報共有
・児童・生徒情報の教育施策への利活用
・事務の効率化

17年度 18年度 19年度

取組内容

課　　題

学校評議員の構成（平成16年度）

　町会・自治会、安全協会
等地域住民
18%

　近隣小・中学校、高等学
校長等
9%

　青少対、育成指導員、こ
ども会、体力つくり団体等

20%

　PTA役員、保護者会・保
護者代表等
25%

　保育園、幼稚園、交番等
近隣公共施設

6%

　保護司、児童・民生委員
13%

　大学教授、人権擁護委
員等有識者
5%

　学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、学校ｻﾎﾟｰ
ﾀｰ等学校協力者

4%

≪取組項目№39　参考資料≫

八王子市教育委員会ホームページより
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21 施策名施策番号

19年度

取組　№

開かれた学校づくり

現　　状

課　　題

取組項目

17年度

≪41≫

政策審議室
施設整備課

学校施設の民間開放の検討

　学校施設は、地域開放のほか、防災用備蓄倉庫や学童保育の場所として活用

　学校施設の目的外使用にあたり必要が生じる建設時などに受けた補助金返還義務
の免除

　託児所など民間企業も含め、障害者施設や市民活動団体などへ、学校の余裕教
室・設備の開放を検討

18年度

１．学校公開と地域交流の推進
２．地域の教育力や家庭との連携

　地域ぐるみで子どもを育てるという考え方のもと、学校の教育活動を公開し、家
庭・学校・地域が協働して地域の教育資源の活用をすすめるなど、学校支援体制を充
実させて、地域に開かれた学校運営をめざします。

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

施策のめざす方向

施策の展開

取組内容

　地域(自治体)経営改革

取組年度
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人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

17年度 18年度 19年度

・各学校における人材の十分な確保
・各学校の必要としている人材の地域への周知

取組内容

取組　№

　教育内容、相談体制の充実を図り、開かれた学校づくりを推進していくための学
校外部の人材の募集・配置のシステムづくり

外部の人材を活用できる環境整備

課　　題

取組項目≪42-1≫

　地域の人材、学生などを部活動外部指導員、メンタルサポーター、学校図書館読
書指導員などとして活用

・開放時の権利責任の明確化
・多様な団体、個人への開放
・体育館やグラウンドの設備の老朽化に伴う改修

課　　題

取組項目≪42-2≫

現　　状

・学校の施設開放は、主に体育館とグラウンドを対象に学校長の判断で実施
・施設の使用料は、原則的に無料
・不審者の学校侵入事件が続くなか、防犯上の理由から学校の積極的な施設開放
  の困難化

学事課
指導室

担当部署

全校で導入

17年度 18年度

開放に積極的な学校を評価するしくみづくり取組　№

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

　行政(市役所)経営改革

現　　状

・全校共通の学校施設開放基準や使用料徴収方法などの検討
・使用料を施設開放している学校の防犯・設備補修費へ還元するしくみの検討
・学校施設使用規則、学校施設使用料条例などの検討・制定

担当部署19年度

取組内容

施設整備課
生涯学習総務課
スポーツ振興課
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22

取組年度

施策のめざす方向

施策の展開
１．生涯学習環境の充実
２．生涯学習成果がいかせるしくみづくり
３．図書館機能の充実

　市民の一人ひとりが心の豊かさや生きがい、能力の向上を求めて、いつでもどこで
も意欲的に学習できる機会の提供と、その成果をいかせるしくみづくりを市民と協働
して推進していきます。

取組内容
・民間企業、大学、市民団体とネットワークの構築
・情報交換や事業連携、施設の相互利用、人材の派遣などの連携・協力

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

生涯学習総務課
学習支援課

市民の学習活動を支援する連携体制づくり

　市民の学習活動に対する意欲の高まりと多様化

　活動団体や講座、利用できる施設など、学習にかかわる情報を総合的に収集・提
供する体制の確立

　地域(自治体)経営改革

現　　状

課　　題

取組項目

施策番号

19年度

取組　№

生涯学習の推進施策名

18年度17年度

≪43≫
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学習支援課

・公民館の機能
　①実生活に即する教育、学術及び文化に関する各種事業の実施
　②地域のコミュニティの中心施設
・市内には、中央、南大沢、川口の３館を設置
・類似の地域コミュニティ施設として、市民センター17館、生涯学習センター
　1館が存在

　市民センターや生涯学習センターと役割を整理統合

17年度 18年度 19年度

取組内容

課　　題

　公民館のあり方について、廃止も含めた検討

取組年度

担当部署

公民館のあり方の見直し

現　　状

協働推進課
図書館

・地区図書室を、図書館の分館的施設に位置付け
・地域住民の協力要請

担当部署

≪44-2≫ 取組項目

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

17年度 18年度 19年度

取組内容

取組　№ 図書館と地区図書室を連関させる体制づくり

現　　状

・図書館４館のほか、地域のコミュニティ施設として整備されている市民センタ
  ーなどの地区図書室において、図書の閲覧・貸出しを実施
・地区図書室は、コミュニティ施設として地域住民による運営
・地区図書室の蔵書は、市立図書館からの団体貸出による図書が多く、蔵書数は
　各地区図書室によって異なる
・開館時間は各地区図書室によって異なり、利用する時間が限られている

　行政(市役所)経営改革

　貸出し方法や蔵書管理方法など運営にあたる統一性・専門性・利便性の向上課　　題

取組項目≪44-1≫
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23施策番号

設立５か所以上

19年度

取組　№

生涯スポーツの推進施策名

18年度

・地域住民が主体となり設立運営される総合型地域スポーツクラブの普及啓発
・設立にあたって、活動事務所や活動場所の相談、運営主体となる人材の育成な
　どの支援体制づくり
・特定の団体による排他的な組織とならないよう、地域のだれもが運営やプログ
　ラムに参加しやすいしくみの検討

現　　状

課　　題

取組項目

17年度

≪45≫

取組内容

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

スポーツ振興課

総合型地域スポーツクラブの定着に向けた支援
体制づくり

　「八王子市スポーツ振興基本計画」に基づき、スポーツを中心とした市民活動の
拠点として、地域住民が運営する「総合型地域スポーツクラブ」の設立促進

　市民やスポーツ・レクリエーション関係組織、その他の市民団体と連携をとった
総合型地域スポーツクラブの定着

　地域(自治体)経営改革

施策のめざす方向

施策の展開
１．スポーツ・レクリエーションの振興
２．スポーツ環境の整備

　だれもがいきいきと暮らすために、市民自ら生涯を通じてスポーツ・レクリエー
ションに親しみ、心身ともに健康で充実した生涯スポーツ社会の実現を、市民との連
携と協働によりめざします。

取組年度
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　市が行っている事業と類似したものを民間企業や市民団体が実施しているため、
スポーツ振興における市の役割の検証と実施主体の整理

課　　題

取組項目≪46-1≫

現　　状
・スポーツにかかわる事業は市のほか、(財)八王子市学園都市文化ふれあい財団
　や民間企業、市民団体で実施
・市の推進体制は、スポーツ振興課と体育館で所掌

　行政(市役所)経営改革

スポーツ振興に関する市の役割の転換

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

17年度 18年度 19年度

取組内容

取組　№

ネーミングライツ（命名権）の導入

現　　状

スポーツ振興課

　施設管理や直接的な事業実施を外部に委ね、スポーツ振興にかかわる企画・コー
ディネートを中心とした事務体制へ転換

担当部署

≪46-2≫ 取組項目

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

取組内容

課　　題

　富士森公園フットサルコートや戸吹総合スポーツ施設などの新規施設における
ネーミングライツ（命名権）導入の検討

取組年度

担当部署

政策審議室
スポーツ振興課

・主なスポーツ施設の管理運営経費は、人件費も含め年間約５億円（15年度）
・歳入としての利用者による使用料収入が管理経費に占める割合はおよそ28.2％

　特定財源の確保

17年度 18年度 19年度

青
少
年
健
全
育
成
施
設
の

有
効
活
用

学
校
施
設

開
放
支
援

総合型地域スポーツクラブ

運 営 委 員 会

クラブハウス

　事務室
　ロッカー
　交流スペース
　喫茶・談話室など

指導者

　種目別指導者

　スポーツプログラマー

　など

学校・スポーツ施設etc

協働・
派遣

体育協会、レクリエーション協会
体育指導委員（協議会）
町会・自治会、ＰＴＡ
行政　　　ｅｔｃ・・・

参加

ス
ポ
ー

ツ

教
室

各
種
イ
ベ

ン
ト

クラブマネージャー

クラブコーディネーター

指導者

地域住民代表

活動の場となるスポーツ施設
（学校施設、公共施設、民間施設など）

≪取組項目№45 参考図≫

スポーツ振興基本計画より
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　地域(自治体)経営改革

市民文化活動施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪47≫

取組内容

・企業が支援活動を行いやすくするため、企業の支援活動と市民団体、大学のマ
　ッチングを目的とした支援体制の検討
・後援名義貸しの弾力化に向けて、民間企業がかかわる事業を全て企業の収益目
　的として判断せず、事業内容などにより判断する基準の検討
・企業や国、都、公益法人、(財)八王子市学園都市文化ふれあい財団が行う文化・
　芸術活動に対する支援情報の収集と支援を必要とする活動団体への情報提供

１.市民文化の振興
２.芸術文化の拡充

　文化活動に参加できる機会を拡充することにより市民が文化に親しむとともに、優
れた芸術文化にふれる機会の拡大や芸術活動への支援をすすめ、市民文化活動の振興
をはかります。

担当部署

学園都市文化課
生涯学習総務課

企業と連携した文化・芸術活動の支援

・地域の文化・芸術活動に対し企業が行う支援活動は、企業の社会貢献の一環と
　して徐々に認知
・国や都の文化芸術の振興に関する基本方針では、企業の行う支援活動の活性化
　を図る方向性を明示
・地域の文化・芸術活動に対し、市では後援名義や市民企画事業補助金で支援

　現在、目的の別なく後援名義などの支援を行っていない｢民間企業がかかわる事
業｣の活性化

17年度

取組年度
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　行政(市役所)経営改革

　市では(財)八王子市学園都市文化ふれあい財団に管理職5人を含む15人の職員を
派遣(17年3月末現在)

担当部署

政策審議室
学園都市文化課

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪48≫ 取組項目 学園都市文化ふれあい財団の自立促進

現　　状

課　　題
・(財)八王子市学園都市文化ふれあい財団職員による自主運営の強化
・指定管理者制度の導入を踏まえ、民間企業との入札時における公平性の確保

取組内容
　管理職を含めた派遣職員を引き上げ、(財)八王子市学園都市文化ふれあい財団の
自主性・自立性を高める体制づくり

取組年度

17年度 18年度 19年度

19年度末派遣職員0人

≪取組項目№47　参考資料≫

文部科学省　文化審議会文化政策部会報告書資料より

メセナ活動の目的

2.9

1.2

2.4

4.9

9

14.1

30.9

56.7

62.3

88.3

54

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

その他[12社]

優秀な人材を獲得するため[5社]

文化関連業務の事業化を計画しているため[10社]

他社に対する優位性を得るため*[20社]

宣伝広告として即効的な成果が期待されるため[37社]

社員の資質向上を図るため[58社]

自社の企業文化の確立をめざして[127社]

長期的に見て自社のイメージの向上につながるため[222社]

芸術文化全般の振興のため[233社]

地域社会の芸術文化振興のため[256社]

社会貢献の一環として[363社]

（社団法人企業メセナ協議会「メセナ活動実態調査」）

％
2003年度[N－411]
*回答の選択肢を前年度[他社との差別化をはかるため]から変更
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　地域(自治体)経営改革

文化の保存・継承施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪49≫

取組内容

・散策コースの設定や歴史文化資料の貸借による、博物館と大学、民間施設、史
  跡など、施設間の連携体制を構築
・大学や市民歴史研究団体との協働のための組織化
・市民の参加・参画の場を拡大するための人材育成や資料の収集・保管、調査研究
・拠点施設としての博物館の整備

１．文化遺産等の保存・活用
２．伝統芸能の継承
３．博物館機能の充実

　市民が地域の歴史や文化に日頃から愛着と誇りを持ち、保存・活用をはかりなが
ら、地域の伝統文化・芸能を次代に継承していける環境づくりをめざします。

担当部署

文化財課

歴史文化を中心とした連携と協力のネットワー
クづくり

　市内には、国指定史跡５か所、東京都指定文化財44件、市指定文化財202件が存
在し、縄文時代の遺跡からイチョウ並木などの天然記念物まで、多種多様な指定文
化財が存在

　文化財を個々に紹介・説明するのではなく、体系的に位置付け、他の文化財や自
然環境などとの関連性の明確化

17年度

取組年度
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　案内表示や散策コース内のベンチなどの整備に、個人や民間資本から寄贈者名や
メッセージを表示した寄付を募る

17年度 18年度

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

現　　状

課　　題

取組内容

取組年度

19年度 担当部署

導入

文化財課

　一部の文化財において付近の地図や文化財の説明を掲載した案内看板を設置

　日常的に目にされながら市民に知られていない文化財に対する説明や誘導のため
の看板の設置

≪50-2≫ 取組項目
個人・民間資本の導入による歴史文化に親しめ
る環境づくり

　行政(市役所)経営改革

・高尾山周辺には、薬王院の建造物や天然記念物をはじめ、国指定史跡八王子城
  跡や小仏関跡、八王子車人形など本市の代表的な文化財が存在
・東京都から旧高尾自然科学博物館の跡地を継承
・旧稲荷山小学校に、80,800点の自然史資料を収蔵

担当部署

文化財課

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪50-1≫ 取組項目 高尾山周辺の自然や歴史文化の総合的な活用

現　　状

課　　題
・高尾山周辺の自然・歴史・文化資産の総合的情報発信
・旧高尾自然科学博物館の跡地の活用
・観光と連携した自然・歴史･伝統文化の展開

取組内容
　旧東京都高尾自然科学博物館の跡地について、観光産業と連携し、高尾山周辺の
自然･歴史･伝統文化に関する情報の蓄積と八王子の個性を活かした効果的活用

取組年度

17年度 18年度 19年度
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　地域(自治体)経営改革

文化交流の推進施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪51≫

取組内容

・市民団体や企業、大学と連携した日本語教室の拡充や多言語による生活相談の
　実施、留学生の住居・就職斡旋など、国際化施策の充実
・国外の優秀な学生・技術者を呼び込むための外国人にとって魅力あるまちづく
　りの検討を、市内在住の外国人居住者と協働して実施

１．国際理解の推進
２．都市間交流の促進

　国内の都市をはじめ、外国の人々や海外諸都市との交流を市民と協力しながら推進
することにより、広い視野と国際性豊かな市民感覚を養います。

担当部署

学園都市文化課

国外の優秀な人材を呼び込むためのしくみづくり

・外国人登録者数は、7,762人(17年3月末)となり、この10年間で約2倍に増加
・国連加盟国の半分にあたる95か国(17年3月末)の人々が市内で生活
・外国人に対する無料生活相談や市民団体と連携した日本語教室、交流会の開催
  などを実施

　国際理解に対する意識の醸成など、国際理解の環境の整備

17年度

取組年度
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　行政(市役所)経営改革

　各自治体によるまちづくりに対する研究は、地方分権の流れを受け、さらに重要
性が増加

担当部署

政策審議室

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

≪52≫ 取組項目 会議・共同研究を通じた都市間交流の推進

現　　状

取組　№

課　　題
・総体的な歳入の減少に伴う予算の減少下における視察や共同研究の実施
・職員の能力向上と職員間の交流による相互理解や広域連携

取組内容
・予算を集中確保
・複数の市町村による研究や民間シンクタンクとの共同研究への職員参加の促進

取組年度

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№51　参考資料≫

外国人登録者数の推移(各年3月末現在）

7,762

4,246

0
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４　安全で快適に暮らせる心やすらぐまち

27

取組年度

１．すべての人が利用しやすいまちづくりの推進
２．地域拠点の整備
３．まちなみ整備の推進
４．主要駅前地区の整備
５．都市景観の形成

　「すべての人にやさしく暮らしやすいまち」の考え方のもと、ユニバーサルデザイ
ンをまちづくりの基本とします。また、「今あるものを有効に、よりよいものを」の
視点から、既存施設の有効活用を含む再構築をはかります。地域の特性を踏まえて、
環境との共生に配慮した土地利用計画の策定などをおこない、すべての市民が安全で
快適に暮らせる質の高い生活環境の実現をめざします。

担当部署

都市計画室

良好な住環境づくりへの市民参加のしくみの確
立

・新たな計画を策定する際に、案をホームページに掲載するなど、市民の意見を
　聴取する機会を設置
・まちなみづくりへの市民参加の機会の不足

　市民と市の協働による計画的なまちづくりの推進

17年度

≪53≫

取組内容

・地域のまちづくり協定や地区計画などの制定に向けた、市民の主体的な参加に
　よるまちづくり活動に対する支援などの基本的事項を規定した「（仮称）まち
　づくり条例」を制定
・｢(仮称）まちづくり条例」に基づき設置される各地域の｢(仮称）まちづくり協
　議会」への支援

施策番号

協議会支援

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

計画的なまちづくり施策名

条例制定

18年度

　地域(自治体)経営改革
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４　安全で快適に暮らせる心やすらぐまち

取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題
・市のまちづくり事業を補完する役割を担う組織の設置
・効率性や即応性に優れた民営的な手法による事業の実施

取組内容 　市のまちづくり事業と連携した計画的なまちづくりが進められる新組織の設立

≪54≫ 取組項目 住宅・都市整備公社の再構築

現　　状

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

　当初の設置目的である住宅及び宅地供給事業が終焉

担当部署

政策審議室
都市計画室

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№53　参考資料≫

「八王子市都市計画マスタープラン」より

住民参加型まちづくりの理念・目標

（仮称）まちづくり協議会

まちづくりの実現

まちづくり提案

まちづくり協定

ま

ち

づ

く

り

ア

ド

バ

イ

ザ
ー

ま

ち

づ

く

り

助

成
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28施策番号

19年度

取組　№

安全で安心なまちづくり施策名

18年度

　町会、自治会、管理組合を基本に自主防災組織の結成と育成

現　　状

課　　題

取組項目

17年度

≪55≫

取組内容

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

防災課

自主防災組織の拡充

・災害時には、火災や道路損壊、電話の不通などが発生
・生命・財産の保護や被害の軽減のための防災機関の救出救助活動などに大きな
　障害が発生
・自主防災組織を結成している町会・自治会数は201団体（17年3月末現在）
・町会、自治会の自主防災組織結成率は37％（17年3月末現在）

・自助、共助の役割を重視した一次防災体制の構築
・自主防災組織の拡充

　地域(自治体)経営改革

施策のめざす方向

施策の展開

１．災害に強いまちづくり
２．地域防災計画の充実
３．防災体制の確立・消防力の強化
４．復旧・復興体制の整備
５．水の安定供給と有効利用

　地震や台風、火災などの災害から、市民の生命や財産、生活を守り、安全で日々安
心した暮らしができるまちづくりをめざします。市民の防災意識の啓発をすすめ、地
域の防災体制を充実するとともに、災害後の復興のしくみづくりにも力を注ぎます。
主要なライフラインとしての水道については、常時安定供給をはかるとともに、限り
ある水資源の有効利用につとめます。

取組年度

78



課　　題

取組項目≪56-1≫

現　　状

・災害発生後、自宅の倒壊や火災などにより生活できない方の当面の生活場所と
　して小中学校などへの避難所の開設
・災害時要援護者（高齢者や障害者などの特別な配慮や介助が必要な方）の一般
　の避難者と同様な生活は困難
・災害発生から2～3日が経過し、生命や家族などとの連絡の確保できた後、被災
　者の関心は、安心した生活やプライバシーの確保へと移行

　行政(市役所)経営改革

　災害時要援護者（高齢者や障害者などの特別な配慮や介助が必要な方）の避難所
生活への配慮

災害時要援護者の避難所の確保

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

17年度 18年度 19年度

取組内容

取組　№

防災情報伝達手段の充実

現　　状

防災課

　障害者を対象とした二次避難所（養護学校など）の確保と協定締結

担当部署

≪56-2≫ 取組項目

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

取組内容

課　　題

消防団幹部及び市職員（管理職）へのメール機能の活用による迅速確実な情報提供

取組年度

担当部署

防災課

　災害発生時の情報提供手段として、市民、消防団や市職員幹部へ防災行政無線と
地域防災無線を整備

・防災行政無線と地域防災無線を補完する防災情報の伝達手段の整備
・インターネットを活用したホームページの充実やメール機能の活用による防災
　情報提供体制の強化

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№55　参考資料≫

自主防災組織町会・自治会数及び結成率の推移

179170162155
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取組年度

施策のめざす方向

施策の展開
１．市内の全戸水洗化
２．公園の整備・維持管理

　快適な住環境を形成するために欠かすことのできない都市基盤のひとつである下水
道の整備をすすめるとともに、心やすらぐみどりを通し市民に語らいと憩いの場をも
たらす公園づくりをめざします。

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

公園課

地域が公園を生み育てるしくみづくり

・身近な公園を地域住民の参加で維持管理するしくみ｢アドプト制度｣は、市内
  186か所（17年3月末現在)で実施
・公園のデザインや、植物の植栽作業など、地域と協働で公園づくりをする「手
  づくり公園」が萌芽

・アドプト制度参加者のインセンティブ付与
・指定管理者制度導入を踏まえ、指定管理者による管理委託を行う公園と公園
  アドプト制度を実施する公園の整理

　地域(自治体)経営改革

・公園づくりに対する裁量範囲の拡大
・公園の規模などに応じた管理方針の作成

現　　状

課　　題

取組項目

17年度

≪57≫

取組内容

18年度

施策番号

19年度

取組　№

快適でうるおいのあるまちづくり施策名
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・汚水処理整備事業は、公共下水道の整備を中心に、一部合併浄化槽の整備によ
　る手法を導入し、19年度末に全戸水洗化の環境整備を完了予定
・下水道使用料は、東京都の使用料に準拠

・管路整備を終えた後の事業全体の損益状況把握
・汚水処理にかかる経費に基づく下水道使用料の算出

17年度 18年度 19年度

・汚水処理整備事業の収束にあわせ、下水道事業の損益状況を明確にする企業会
　計について導入を検討
・損益状況から、適正な使用料の設定と料金設定のルール化

取組年度

担当部署

新体制検討時までに
決定

総務計画課

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

取組内容

課　　題

取組内容

取組　№

下水道会計手法の見直し

現　　状

公園課

・公園のベンチや遊具などの施設整備に、個人・団体からの公園にかかわる思い
　出やメッセージを刻んだプレートをつけた公園施設の寄付を募る
・寄付を受けるにあたっての環境整備

担当部署

≪58-2≫ 取組項目

導入

取組年度

17年度 18年度 19年度

八王子版「思い出ベンチ」の導入

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

　行政(市役所)経営改革

・市民が親しみの持てる公園の整備
・身近にある世代を選ばない交流場所とするため、地域による公園づくり

課　　題

取組項目≪58-1≫

現　　状

・660の都市公園緑地を開放（17年3月末現在）
・公園アドプト制度や手づくり公園事業など、市民による親しみの持てる公園づ
  くりを推進
・｢思い出ベンチ」事業は、東京都が｢民間活力の導入・規制緩和」の一環として
  実施

公共施設アドプト制度
シンボルマーク
「ありがとクルー」

公園アドプト制度参加団体の推移

27

80

117

43

111

186

10,017人

3,435人

1,135人
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14年度 15年度 16年度

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

　アドプト参加
　　　団体数

　参加団体
維持活動公園数

　　登録人数

団体・公園数
人

≪取組項目№57　参考資料≫

81



30

　地域(自治体)経営改革

総合交通体系の確立施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪59≫

取組内容
　既成道路での歩行空間の確保において、地域住民の理解と協力を得やすくするた
め、税制面でのインセンティブが与えられるなどの制度を検討

１．交通安全対策の推進
２．交通需要の管理と抑制
３．交通運行環境の改善
４．自転車交通の活用と駐車場・駐輪場対策

　すべての人と車がともに快適・安全に移動できる交通環境実現のため、通行車両の
分散化、公共交通への転換、自転車利用の促進などによる、安全で円滑な総合交通体
系の構築をめざします。

担当部署

交通政策室

地域住民の協力で安全な交通体系の確立

　15・16年度の2か年で新たな「総合都市交通体系整備計画」を市民参加のもとで
策定

　「今あるものを有効に」の視点を取り入れた中で、歩車分離や公共交通の活用な
ど多様な視点で人と車の共生する交通体系の確立

17年度

取組年度
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　行政(市役所)経営改革

・自転車駐車場の建設用地の確保に苦慮
・自転車保管所は収容台数に余裕がない
・自転車等放置禁止区域の指定を進めるにあたり、撤去する自転車の台数は増加

担当部署

交通事業課

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪60≫ 取組項目 自転車駐車場・保管所の確保

現　　状

課　　題 　十分な自転車駐車場・保管所の確保

取組内容
　鉄道事業者に協力要請し、保有している遊休地を自転車駐車場・保管所として利
用

取組年度

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№60　参考資料≫

自転車駐車場の整備状況と撤去台数
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31 道路交通網の整備施策名

18年度17年度

≪61≫

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

１．生活道路の安全性向上
２．地域間交通の円滑化
３．都市間交通網の整備促進

　幹線道路と生活道路の位置づけを明確にしたうえで、地域内の生活道路は人にやさ
しい道路と位置づけ、歩行者優先の整備をすすめます。また、主要拠点間の連絡道路
や環状道路の整備を計画的にすすめ、自動車交通の分散化と地域間交流の円滑化をは
かります。

・建築確認を機会に道路用地を確保するため、所有者からの土地の寄付、無償使
　用承諾又は管理承諾により、行政、建築主及び所有者などが協働した道路整備
　の推進
・コミュニティ形成にも寄与する歩道・歩行者専用道路を重点的に道路アドプト
　制度を拡充

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

計画課

地域が道路を生み育てるしくみづくり

・建築基準法第42条第2項に規定されている「みなし道路」が多く存在
・市民に身近な道路を地域住民の参加で維持管理するしくみが萌芽

施策のめざす方向

施策の展開

取組内容

・安全で良好な生活環境の形成に向けた幅員4メートル未満の狭あい道路の整備
・花や緑に囲まれた潤いのある「地域のみち」づくりに向けて、参加者にイン
　センティブを与えられる制度化

　地域(自治体)経営改革

取組年度
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・広い市域に点在する公共施設の素早く漏れのない補修対応の実現
・効率的な土木補修作業の実行

課　　題

取組項目≪62-1≫

現　　状
・道路や水路の補修や清掃は、市内全域を中野上町にある補修センターで対応
・市直営の土木補修作業は、補修センター、公園課、スポーツ振興課で実行

　行政(市役所)経営改革

取組内容

取組　№ 補修センター分室の設置と総合化

取組年度

17年度 18年度 19年度

現　　状

公園課
補修センター
スポーツ振興課

・現場におもむくまでの時間短縮を可能とする補修センター分室の設置
・補修センター、公園課、スポーツ振興課の土木補修作業部門を統合した総合
　補修センター化を検討

担当部署

≪62-2≫ 取組項目

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組内容

課　　題

　市道で行われる一定期間を要する工事について、内容、期間などが一目でわかる
ホームページを開設

取組年度

担当部署

開設

市道工事情報サイトの開設

計画課
管理課

・新規で展開している都市計画道路などの事業計画はホームページに掲載してい
　るが、主要道路を含めて日々の工事情報は未掲載
・道路工事調整会議を定期的に開催して、道路、上下水道、ガス工事などの工事日
　程を極力合わせるように調整

　道路を利用する市民に配慮した工事情報の提供

17年度 18年度 19年度
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32

　地域(自治体)経営改革

公共交通の充実施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪63≫

取組内容
・市民意見を参考にバス利用などの利便性を考えた高尾駅北口の整備
・高尾駅北口にバスターミナルの拡充を図るとともに、バス路線、便数の増発に
　ついて検討

１．バス交通の充実
２．鉄道系交通機関の利便性の向上

　市内の重要な公共交通手段であるバスの定時運行の確保と利用率の向上をめざしま
す。また、交通の要衝に位置する利点をいかすため、南北方向のＪＲ線の連絡の利便
性を高めるとともに、鉄道交通全体の輸送力の質・量の強化促進につとめます。

担当部署

交通政策室

「西は高尾」で交通の分散化

　市内西部においては、バス交通が市民の足として重要な役割を占めているが、交
通渋滞により定期運行が保ちにくい状況

　八王子駅に集中しているバス路線の分散化を図り、公共交通の利便性を向上

17年度

取組年度
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　行政(市役所)経営改革

・市内の交通空白地において、高齢者や障害者の外出を支援するため地域循環バ
　ス「はちバス」を運行
・秋川街道の交通渋滞の緩和や環境改善を図るため、バス交通の利用を促進する
　「パーク・アンド・バスライド」を16年11月より試行実施

担当部署

交通政策室
交通事業課

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪64≫ 取組項目
交通施策の分析・検証できめこまかいサービス
の提供

現　　状

課　　題
・さらに親しまれる、効果・効率的できめこまかいサービスの提供
・利用者の付加価値をあげるなどの対策を講じた利用率の向上

取組内容

・「はちバス」については、利用状況を調査し、交通量の少ないところでの乗降車
　の自由区間の導入や運行コースの見直し、縮小、拡大などあらゆる面から検証
・「パーク・アンド・バスライド」については、引続きバス会社と連携し、利用
　者がメリットを感じられるしくみを検討

取組年度

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№　　　参考資料≫
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５　魅力あふれる産業でにぎわう活力あるまち

33

　地域(自治体)経営改革

１．産業振興の体制づくり
２．人材の発掘と育成
３．労働環境の整備

　産業にかかわる多くの機関や人材を結びつけ、活発な活動を促す体制づくりや、次
世代を担う人材の発掘・育成により、地域産業の振興をめざします。また、安心して
働くことができるよう、労働環境の整備を促進します。

取組項目

施策のめざす方向

施策の展開

現　　状

課　　題

取組年度

担当部署

産業政策課

地域産業の担い手予備軍の育成

・本市は、21の大学や多くの先端技術企業を抱えるほか、企業ＯＢなど産業にか
　かわる多くの人材が存在
・企業間や企業と大学の連携を積極的に推進

　地域産業の振興を図るため、産業振興の視点に立った人材の育成

取組内容

施策番号

19年度

取組　№

体制づくりと人材育成施策名

18年度17年度

≪65≫

　中学生や高校生の若い世代について、教育委員会と連携して｢ものづくり｣や｢就
労｣についての啓発や体験などを行い、産業振興の視点に立った人材育成のしくみ
を体系化

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より
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５　魅力あふれる産業でにぎわう活力あるまち

政策審議室
産業政策課

　会員数の増加に向けたサービスの向上策への支援

担当部署

取組　№ 勤労者福祉サービスセンターのあり方の検証

現　　状
・中小企業労働者の福祉の向上のため、共済事業や福利厚生事業を実施
・事業費の37％を国、東京都及び市からの財政支援で運営

・自主財源を増加させ、財政面での自立化の促進
・21年度になくなる国、都補助金への対応

課　　題

取組項目

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

17年度 18年度 19年度

取組内容

　行政(市役所)経営改革

≪66≫

≪取組項目№66　参考資料≫

(社)八王子市勤労者福祉サービスセンター補助金と会員数の推移

2,974
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34

取組年度

１．製造業の振興
２．新産業の創出・育成
３．産学公の連携

　恵まれた立地条件や豊富な人材を有する本市は、その資源をよりよくいかし、意欲
を持った多くの人が能力や可能性を十分発揮できる活力にみちたまちをめざします。
そのために、製造業や情報通信産業を振興し、新産業の創出・育成につとめるととも
に、一層の産学公の連携を推進していきます。また広域的には、首都圏西部の産業・
経済の拠点として地域の活性化に貢献していきます。

担当部署

産業政策課

さらなる産・産・学の連携

・「先端技術センター」や「首都圏情報産業特区・八王子構想」の取組の中で、
　行政の仲介などにより「産・産・学」の連携が進み、成果が萌芽
・多くのハイテク産業が集中し、個々の企業では多くの機器を保有

　技術の先端を行く｢ものづくり｣や付加価値の高い商品開発に必要な高度な計測機
器・試験用機器など専門的で高額な機器を企業や個人で保有

17年度

≪67≫

取組内容
　企業と大学の組織のネットワークにとどまらず、計測機器や研究開発の場の共同
利用が一層推進されるしくみを構築

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

製造業・情報通信産業の振興施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題 　より効率的な技術支援の実施

取組内容
　国や東京都立産業技術研究所との役割を明確にし、市は技術支援の場の提供に努
めるなど効果・効率的な支援体制を確立

≪68≫ 取組項目
国や都との連携による先端技術センターの役割
強化

現　　状

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

　企業間の共同研究開発や技術力の向上を目指す企業を支援する先端技術センター
を16年10月から運営

担当部署

産業政策課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№67　参考資料≫

「首都圏情報産業特区・八王子」構想推進協議会
（サイバーシルクロード八王子）ホームページより
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35

取組年度

１．吸引力のある商業の振興
２．地域と調和のとれた流通機能の集積

　多様な需要にこたえる商業基盤を整え、商店・商店街が独自のとりくみをすすめ、
周辺地域の消費者をも引きつける個性ある商業都市を形成します。特に、中心市街地
を「八王子の顔」の一つとし、吸引力の中核となる魅力ある区域として整備していき
ます。
　また、地域との調和に配慮しながら、立地の優位性をいかして流通機能の集積を促
進していきます。

担当部署

産業政策課

商業者を中心とした創意工夫のにぎわいづくり

　中心市街地の歩行量の減少に伴う売上額の低迷

・商工会議所が取組むＴＭＯ構想を実現するため、商店会の参加による中心市街
　地の活性化
・空き店舗対策の推進

17年度

≪69≫

取組内容

・ＴＭＯの機能強化に向けてのタウンマネージャーの派遣
・創意工夫を活かした意欲的な個店の経営者をまちづくりのリーダーとして育成
・魅力的な個店をネットワーク化し、意欲的な販売活動をするグループを差別化
　する支援体制の構築

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

商業・流通業の活性化施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題 　個性ある個店や魅力あるまちであることの情報発信

取組内容
・マップやミニコミ紙を活用した個店や商店街からの情報発信の支援
・新聞やテレビなどのマスメディアを積極的に活用

≪70≫ 取組項目 まちの魅力を発信

現　　状

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

　個性のある個店など多くの資源が存在

担当部署

産業政策課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№70　参考資料≫

 
休　　日　N=165 3

288(22.8%)

43(3.4%)

78(6.2%)

231(18.3%)

116(9.2%)

128(10.1%)

103(8.1%)

115(9.1%)

245(19.4%)

306(24.2%)

0 100 200 300 400

イベント

店舗

駐車場

駐輪場

トイレ

観光

文化施設

交通

その他

不　明

 
平　　日 N=17 42

236(17.5%)

56(4.2%)

95(7.1%)

249(18.5%)

99(7.4%)

130(9.7%)

109(8.1%)

129(9.6%)

316(23.5%)

323(24%)

0 100 200 300 400

イベント

店舗

駐車場

駐輪場

トイレ

観光

文化施設

交通

その他

不　明

来街者調査　「休日・平日別　八王子駅周辺で欲しい情報」

八王子市中心市街地歩行量等調査報告書（平成16年3月）より

※　この調査は、15年12月の日曜日及び火曜日に京王八王子駅からビュータワー八王子(八日町第2再開発ビル)
　 までの中心市街地8地点において、歩行者への面接方法により調査したものです。
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36 農林業の振興施策名

18年度17年度

≪71≫

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

１．農業環境の整備
２．ふれあい農業の推進
３．林業の再生

　産業としての農業を育成し、新鮮で安全な農産物の供給を促進します。また、間伐
材や木材の利用を促進し、林業の再生につとめます。

・市民が主体となった農業ボランティアシステムの構築
・だれもが農業に参加できるしくみの構築

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

農林課

市民に身近な農業のしくみづくり

・近年、自ら「農」へのふれあいを望む市民の声が増加
・国では、農地法の規制緩和を推進する中、農業に新規参入する際の農地の取得
　下限面積の緩和も検討中

施策のめざす方向

施策の展開

取組内容

　市民にとって身近に接することのできる農地、農業の確立

　地域(自治体)経営改革

取組年度
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　地域特有の問題を解決するための施策展開課　　題

取組項目≪72-1≫

現　　状
・各地域で特色ある農業を経営
・事業担当制で業務執行に従事

　行政(市役所)経営改革

取組内容

取組　№ 農業委員と連携した地域農業の振興

取組年度

17年度 18年度 19年度

現　　状

農林課

　事業担当制での事務執行体制に加え、地域の代表である農業委員との連携のもと
で、地域の実情が把握できる業務体制の導入

担当部署

≪72-2≫ 取組項目

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組内容

課　　題

・上川農村環境改善センターについては、農業施設としての利用のほか、市民セ
　ンター的位置付けへの移行の推進
・恩方農村環境改善センターについては、農業施設としての役割の見直し

取組年度

担当部署

農村環境改善センターの位置付けの変更

農林課

・農村環境改善センターは、農業者の経営と生活の改善や健康増進を設置目的と
　した無料施設
・コミュニティ施設として広域な市民が使用
・地域には、コミュニティ活動の拠点である市民センターが存在

　利用実態が変わってきた中で有料施設との公平性の確保

17年度 18年度 19年度
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37

　地域(自治体)経営改革

観光産業の振興施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪73≫

取組内容

・(社)八王子観光協会の活動拠点及び高尾・陣馬ファンクラブやボランティアガ
　イドの活動拠点ともなる複合施設として旧東京都高尾自然科学博物館の跡地を
　活用
・旧東京都高尾自然科学博物館の跡地について、博物館機能を生かしながらも観
　光施策にも資する形で有効活用

１．観光資源の発掘・活用
２．観光情報の発信
３．観光基盤の整備

　豊かな自然環境をはじめとする魅力的な観光資源をいかすとともに、新たな観光資
源を発掘して観光産業の振興をはかり、何度も訪れたくなるまちをめざします。

担当部署

観光課

高尾山を中心とした観光機能の強化

・高尾山は本市有数の観光地であり、自然及び歴史的資源の宝庫
・東京都から旧高尾自然科学博物館の跡地を継承
・観光施策の実施部隊である(社)八王子観光協会の事務所は中心市街地に存在
・「もてなしのしくみづくり」として、高尾・陣馬ファンクラブやボランティア
　ガイド制度の施策を展開

・高尾山の観光資源を最大限に発揮
・リピーターの多い高尾山や陣馬山は根強いファンが多く、このファンの力を借
　りながら集客力を向上
・15年度で廃止された旧東京都高尾自然科学博物館の跡地の活用

17年度

取組年度
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　行政(市役所)経営改革

・観光施策の推進体制において市と(社)八王子観光協会の役割が不明確
・(社)八王子観光協会の組織運営に対し市が財政支援を実施

担当部署

政策審議室
観光課

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪74≫ 取組項目 観光振興に関する市の役割の検証

現　　状

課　　題 　(社)八王子観光協会の自主財源確保による自立した運営

取組内容
・高尾山麓駐車場の管理とあわせ、観光に係る具体的な事業実施は(社)八王子観
　光協会に委任
・観光課は観光施策の企画・立案に専念

取組年度

17年度 18年度 19年度

にぎわう薬王院境内
（真言宗智山派大本山 高尾山薬王院有喜寺）

高尾山自然研究路1号路中にある天然記念物「蛸杉」
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６　水とみどりを慈しむ地球環境にやさしいまち

38

　地域(自治体)経営改革

環境保全体制の確立施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪75≫

取組内容 　リサイクル啓発や環境学習の地域展開を市民が主体となって推進する組織の育成

１．環境保全意識の醸成
２．環境保全活動の推進

　環境啓発活動や環境学習の機会と場の提供をおこない、市民意識の向上をはかると
ともに、市民・事業者・市が協働し、環境保全に積極的にとりくむことのできるしく
みづくりにつとめ、環境負荷の少ない持続可能な社会の構築をめざします。

担当部署

環境政策課
ごみ減量対策課

環境学習・リサイクル推進組織の育成

　市内6地域で、市民、事業者による自発的な環境保全活動を実践する環境市民会
議が活動中

　環境市民会議が、町会・自治会や事業者など多くの主体の参加を得て活動できる
よう地域へのさらなる拡大

17年度

取組年度
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６　水とみどりを慈しむ地球環境にやさしいまち

　行政(市役所)経営改革

・北野余熱利用センター内に環境学習室を開設
・環境学習室は、市民、事業者が環境について関心を持つきっかけづくりと、環
　境保全を行う団体が地域に根ざした環境保全活動を展開できるように情報や活
　動の支援が行える場として開設

担当部署

環境政策課

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪76≫ 取組項目
「環境学習室」の機能充実と地域拠点整備の検
討

現　　状

課　　題 　「環境学習室」の機能拡充により、環境保全への関心を高める

取組内容
　市民部事務所を見直す際に、環境市民会議をはじめとする様々な市民が利用でき
る地域の拠点としての整備を検討

取組年度

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№75　参考資料≫

市民・事業者と市の協働による計画の推進のしくみ

「八王子の環境概要2004」より

  

 

協
働
に
よ
る
計
画
の
推
進 

� 協働のしくみづくり 
� 人材育成・活用 
� 環境学習の機会･場の提供
� 情報提供 
� 活動拠点・資金支援 
� 取り組みの評価 

� 環境行政への参画 
� 人材提供 
� 情報提供 
� 技術協力 
� 基金協力 

 
• 地域からの環境保全活動の実践 
• 地域環境の現状把握 
 

市民・事業者

市民･事業者

環境 
学習 
ﾘｰﾀﾞｰ 

環 境 
診断士 

環 境
市民会議

各 種
事業者
団 体

NGO
/ 

町会・
自治会

学
校・
大学

 
• 全市的視点での環境施策の展開 
• 率先した環境行動の実践 
• 市民・事業者の環境保全活動の支援 
 

市 

庁内環境 
調整委員会 

 
各所管 

 
各所管

 
各所管 

 
各所管

 
各所管 

環境推進 
会 議 

協 働 

学校・ 
大学 

NGO/ 
NPO 

 

望ましい 
環境像 
４つの 
基本目標 
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39

取組年度

１．各種法律・条例に基づく規制・指導
２．有害化学物質対策
３．残土対策
４．環境美化

　大気や水質、土壌などの環境基準が達成され、市民が良好な環境のもとで健康に暮
らすことができる安全な環境づくりをめざします。

担当部署

環境保全課

河川情報の周知による啓発

・河川の有機汚濁の度合いを測る生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）の高い河川の
　15年度都内ワースト10内に市内の3河川が該当
・河川への油流出や白濁事故などが多数発生

・生活排水対策、事業者への指導、市民の意識の向上
・適切な環境情報の周知や啓発活動の推進

17年度

≪77≫

取組内容
・インターネットなどを利用した迅速な環境情報の提供
・市民の協力を得ながら、啓発活動を実施

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

良好な生活環境の確保施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題 　揮発性有害物（VOC）排出量の抑制

取組内容
・VOC排出量抑制のための東京都と連携した規制の強化
・VOC排出量抑制のための事業者の自主的取組に対する情報提供などの支援

≪78≫ 取組項目 大気汚染防止の取組強化

現　　状

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・工場及び自動車排出ガス対策の実施により、光化学スモッグの発生原因である
　オキシダントとなりうる揮発性有害物（VOC）以外の大気汚染の原因物質の発生
　は着実に改善
・光化学スモッグ注意報の年間発令回数の増加
・16年5月の大気汚染防止法改正による、VOC排出抑制の規定

担当部署

環境保全課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№78　参考資料≫

「平成16年の光化学スモッグの発生状況（16年12月）」
東京都環境局より

光化学スモッグ注意報の発令回数（多摩南部）

光化学スモッグ注意報の発令の基準：光化学スモッグの発生原因となる光
化学オキシダントの大気中における含有率が0.12ppm以上である状態にな
り、気象条件から見て、その状態が継続すると認められるとき

12

4

10
1111

0

5

10

15

12 13 14 15 16 年

回
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施策のめざす方向

取組年度

現　　状

課　　題

取組項目

・緑地保全面積の拡大
・緑地保全のための近隣の市民の理解と協力

18年度

・「市街地内丘陵地のみどりの保全に関する条例」に基づき、保全すべき緑地の
　指定面積の拡大
・緑地保全を目的に活動する地域住民団体などの育成に努め、市民、事業者及び
　土地所有者が一体となって保全するしくみの構築

　地域(自治体)経営改革

19年度

取組　№

施策番号 森林・緑地の保全・活用・創造施策名

取組内容

１．緑地の保全・活用・創造
２．環境林の保全活用
３．都市緑化の推進

≪79≫

　多くの人々にやすらぎを与え、うるおいをもたらし、防災機能や多面的な環境保全
機能を持つ森林や緑地の保全・活用と、市街地の緑化の推進をはかります。

担当部署

環境保全課

地域の支援による私有緑地の保全

・緑化条例では緑地保護地区の指定にあたり、土地所有者の同意が必要
・緑地保護地区の土地所有者の高齢化などによる適正な維持管理が困難

17年度

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策の展開
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課　　題

農林課

取組内容
　公益法人が夕やけ小やけふれあいの里で実施している、植林ボランティアによる
林業体験会「夕やけ小やけ森づくり」への人的支援

取組年度

17年度 18年度 19年度 担当部署

≪80-1≫ 取組項目 「夕やけ小やけ森づくり」への支援

　森林や林業への理解を深めてもらうため、下草刈りや間伐などが体験できる林業
体験会を市民対象に開催

　林業体験会の充実

取組　№

　行政(市役所)経営改革

現　　状

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪80-2≫ 取組項目 緑地保全に必要な財源確保策の検討

環境保全課

担当部署

現　　状

・「市街地内丘陵地のみどりの保全に関する条例」の施行にともない民有地のま
　ま保全が困難な緑地を特例措置として、市が買取できる規定を設置
・「緑化基金」を改正した「みどりの保全基金」を設置し、ごみ指定収集袋販売
　による歳入の一部も積み立て、基金の財政規模を拡大

課　　題 　緑地取得のための財源確保策の実効性の担保

取組内容
・寄付金を集めるためのＰＲ方法の研究
・国費などの導入を可能にするしくみづくり
・ミニ市場公募債の活用

取組年度

17年度 18年度 19年度
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41施策番号

19年度

取組　№

水辺環境の整備施策名

18年度

　計画策定時や工事の事前説明会以外に、地域の景観や地域住民の要望をくみとる
機会を拡充することで、国･都への働きかけを強化

現　　状

課　　題

取組項目

17年度

≪81≫

取組内容

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

担当部署

都市計画室

地域の景観や要望に即した国・都への働きかけ
の強化

・都は河川法に基づき、河川の具体的な整備計画である「浅川圏域河川整備計画」
　を策定中
・工事の実施にあたっては、事前説明会において河川整備にかかわる自治体、地
　域住民の意見を収集

　自治体、地域住民への十分な周知と意見の反映

　地域(自治体)経営改革

施策のめざす方向

施策の展開
１．親水性に富む河川・水路整備
２．湧水及びその周辺環境保全

　河川を親しみやすい水辺空間へ改修するとともに、親水公園の整備など市民が身近
に楽しめる水辺環境をつくっていきます。また、現存する湧水や用水路の保全・再生
につとめます。

取組年度
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　治水、利水、環境の観点で考える、総合的な水資源にかかわる行政の推進課　　題

取組項目≪82-1≫

現　　状

・宅地開発や気象の変化に起因する都市型水害への対応、生活に身近な水路の管
　理、地下水の涵養や湧水の保全など、多様化する水環境にかかわる行政は、水
　資源としての活用も踏まえこれまで以上に計画的な運営が必要
・水資源にかかわる部署は、環境部や下水道部、道路事業部など複数存在

　行政(市役所)経営改革

水資源にかかわる組織体制・連携体制の検討

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組年度

17年度 18年度 19年度

取組内容

取組　№

準用河川認定の推進

現　　状

環境政策課
都市計画室
計画課

総務計画課

　水資源にかかわる行政を総合的に推し進める体制の検討、整備

担当部署

≪82-2≫ 取組項目

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

取組内容

課　　題

　河川法を準用する「準用河川」の認定を国、都に対して積極的に行う

取組年度

担当部署

管理課

・国、都の管理する16の一級河川と、そこに流れ込む大小さまざまな普通河川が
　存在
・普通河川（水路）のうち、一級河川の支流とみられる規模の大きなものは、土
　地の権利関係も複雑なため、改修に多くの経費と時間が必要

　管理主体である市の法的な権限の強化と改修経費の軽減

17年度 18年度 19年度
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取組年度

１．環境への負荷軽減
２．エネルギーの有効利用

　地球温暖化など地球環境の問題に対処するため、一人ひとりの生活様式を見直すと
ともに地域からのとりくみを実施し、地球環境にやさしい社会を構築します。

担当部署

環境政策課

家庭でできる地球温暖化対策の普及

・環境市民会議による地球温暖化対策への取組
・家庭ごとに１年間の電気、ガス、水道の使用量を前年に対する削減率の高さで
　競う「はちおうじ省エネ国」事業を実施
・「はちおうじ省エネ国」事業の参加家庭数29（15年度）

・市民の生活様式の変革に対する取組の充実
・「はちおうじ省エネ国」の参加者数の拡大
・各家庭における新エネルギー設備の導入などの市民の主体的な取組の推進

17年度

≪83≫

取組内容
・「はちおうじ省エネ国」事業の積極的なPR
・環境市民会議など市民の主体的な取組への支援

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

資源・エネルギーの有効活用施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題
・職員の環境配慮意識の向上
・二酸化炭素排出量など環境負荷の低減量の把握
・一事業者としての事務事業の実施による環境負荷低減に向けた取組の充実

取組内容
　「環境にやさしい八王子市役所エコアクションプラン」（地球温暖化対策実行計
画含む）の推進

≪84≫ 取組項目
「環境にやさしい八王子市役所エコアクション
プラン」の推進

現　　状
人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・「環境基本計画」での市の役割には、一事業者として市の事務事業の実施によ
　る環境負荷の低減に取り組むことを記載
・これまでの環境保全活動をより積極的かつ効果的にするための「環境にやさし
　い八王子市役所エコアクションプラン」（計画期間17～21年度）を策定
・電気、ガス、水道、廃棄物など一事業者としての環境負荷排出量のチェック体
　制の未整備

担当部署

環境政策課

　行政(市役所)経営改革

≪取組項目№83　参考資料≫

問25　省エネ・省資源のためには、冷暖房を控える、電気をこまめに消す、冷蔵庫の開閉に気を遣う、
　　ごみ減量のためのリサイクルを心がける、マイカーの使用を控える、省エネ製品を利用する、買物
　　用のバッグを持参して買い物に行くなどがありますが、あなたは、省エネ・省資源を意識して実行
　　していますか。
　　（○は１つだけ）

無回答

1.2%実行するつもりは

ない1.2%

今後は実行

したい

　　　12.3%

時々実行している

54.1%

常に実行している

31.2%

「市政世論調査報告書（第36回・16年度）」より
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取組年度

１．ごみ発生抑制策の推進
２．資源物の再使用・再生利用促進

　市民・事業者・市が協働し、ごみの発生抑制・再使用・再生利用にとりくみ、環境
負荷の少ない持続可能な循環型社会の構築をめざします。

担当部署

ごみ減量対策課

発生抑制推進事業者のＰＲ

・３Ｒ【①リデュース（発生抑制）②リユース（再使用）③リサイクル（再生
　利用）】の推進
・家庭ごみ収集総量（15年と16年：同期＜10～12月＞比較）34.4％減少
・資源物回収総量（15年と16年：同期＜10～12月＞比較）87.1％増加

・ごみになるものを作らない、流通・販売スタイルを変える協力事業者の拡大
・ごみになるものを購入しない市民の増加

17年度

≪85≫

取組内容
・ごみの発生抑制に取り組んでいる事業者を優良事業者として市が積極的にＰＲ
・過剰包装の回避など、ごみの発生抑制に取り組むよう市民に啓発

施策番号

19年度

取組　№

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

ごみの減量施策名

18年度

　地域(自治体)経営改革
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取組年度

17年度 18年度 19年度

課　　題
・ごみを減量していくための、市民一人ひとりの取組の継続
・一人ひとりの知恵や工夫の市全体への拡大

取組内容
　個人が編み出したごみ減量の知恵や工夫を共有することで、市全体の知恵として
活かし、さらに発展させていくしくみづくり

≪86≫ 取組項目 ごみ減量の知恵の共有

現　　状

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№

・広報はちおうじ「なるほどエコ生活」のコーナーでのごみ減量の取組の紹介
・「リサイクルタウン八王子」でごみ減量の取組の紹介

担当部署

ごみ減量対策課

　行政(市役所)経営改革

≪参考資料≫

リサイクル率（総資源化率）及び
可燃・不燃ごみの排出量（１人１日当たり）の推移
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20.0

20.2

可燃・不燃ごみ排出量
（１人１日当たり）

リサイクル率

年度

g %
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　地域(自治体)経営改革

廃棄物の適正処理施策名

18年度

現　　状

課　　題

取組項目

基本構想・基本計画「八王子ゆめおりプラン」より

施策のめざす方向

施策の展開

施策番号

19年度

取組　№ ≪87≫

取組内容

・リサイクル推進員などによる地域の指導体制の構築
・個人が編み出したごみ減量の知恵や工夫を共有することで、市全体の知恵と
　して活かし、さらに発展させていくしくみづくり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（再掲≪86≫ごみ減量の知恵の共有）

　ごみ等の適正処理

　ごみの発生抑制・再使用・再生利用にとりくみ、それでもなお排出された廃棄物に
ついて、安全かつ適正に処理をしていきます。また、廃棄物の効率的な収集や監視体
制を確立し、不法投棄などのない環境に配慮した社会の構築をめざします。

担当部署

ごみ減量対策課

地域ぐるみのごみ発生抑制

・ごみの減量や資源化などについて地域のリーダーとしての役割を担っているリ
　サイクル推進員を町会・自治会及び住宅管理組合ごとに設置
・広報はちおうじ「なるほどエコ生活」のコーナーでのごみ減量工夫などの紹介
・「リサイクルタウン八王子」で地域のごみ減量の取組の紹介

・ごみ出しルールの順守
・分別の徹底による減量意識の向上

17年度

取組年度
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　行政(市役所)経営改革

・指定収集袋制等導入後のごみ減量と質の変化
・可燃ごみの戸別収集は職員が対応
・啓発、指導によるさらなる減量が必要

担当部署

ごみ減量対策課

人
材
・
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

取組　№ ≪88≫ 取組項目
環境政策充実に向けた効率的な廃棄物処理体制
の構築

現　　状

課　　題 　ごみ収集・処理体制の効率化

取組内容
・指定収集袋制等導入後の検証
・職員が果たすべき業務の精査
・効率的な収集・処理体制づくり

取組年度

17年度 18年度 19年度

≪取組項目№88　参考資料≫

不法投棄処理量

64

66

20
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27

79

101
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39
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館清掃事業所

戸吹清掃事業所

年度

t

150 153

235 229

191
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Ⅲ 新たな行財政改革と同時に進める 
【財政改革“５３”】と【定員適正化方針】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１ 歳 出 
≪人件費≫ 
① これまで職員定数の管理は一般職員を対象に行ってきましたが、再任用短時間勤務

職員や嘱託員、臨時職員など、いわゆる人的資源全てを業務の質や量、時代の要請に

応じて計画的に配置する「定員適正化計画」を策定します。 
② 各部に一定の人事権限を付与し、業務の繁閑に合わせた柔軟な人員配置が進められ

る体制を構築します。 
③ 職場･職務に見合った形となるよう、特殊勤務手当の見直しを行います。 
④ 退職手当について、時代状況や民間の支給基準等を勘案する中で再検証するととも

に、年度間格差による市民サービスへの影響を考慮し、財政調整機能をもつ基金の活

用も検討します。 
⑤ 勤勉手当については目標管理との連動の中で、実績に応じた評価の反映を非管理職

にも拡大していきます。 
 

≪扶助費≫ 
① 市が現在進めている「健康づくり」施策などにより対象者を減じていくことや、「措

置から契約」の流れの中で、一人ひとりが自分の状態にあった適切なサービスを選択

していくことで、一律的に行われてきた措置時代の無駄を省くことなどがあげられま

す。 
② 実際のサービス提供者を市の直接施行から民間事業者へ、更にはＮＰＯ法人等へと

多様化していくことにより、受給者の視点に立ったサービスを経済性の面で効率的に

提供していくことなどが考えられます。 
③ 受益と負担の関係を考慮に入れるべきサービスについては、一定のルールのもとで

適切な負担によりサービス内容の充実と継続を図っていくことも検討します。 
 

≪公債費≫ 
① 引き続き、市債の新たな借入は、当該年度の公債費の元金分を上限とし、毎年度の

プライマリーバランスの黒字化を継続するとともに、市債残高の縮減を図っていきま

す（具体的な市債残高目標を 19年度末時点で 2,700億円台に置いて取り組みます）。 
② 高利率債については、借換えた場合の後年度の利子負担軽減額を検証し、効果が認

められ、かつ借換え可能な場合は積極的に借換えます。 
③ 減債基金を計画的に積立てます(3か年で 3億円)。 
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≪物件費≫ 
（委託による効果の検証〔既に委託している事業の場合〕） 
① 委託による効果と、多様な雇用形態を活用した際の直営実施とのコスト比較などを

定期的に実施します。 
② 随意契約の見直しなど、適正な競争環境のもとで委託化が進められているかを検証

します。 
（委託による効果の検証〔現在直営で行っている事業の場合〕） 
③ 人件費を含めた総事業費を念頭において、委託の可能性と導入の効果を検討し、委

託化を推進します。 
④ 市場化テスト(官民競争入札)の導入を視野に入れたコスト検証を行います。 
（施設管理のあり方についての検証） 
⑤ 指定管理者制度の導入を視野に入れ、直営で施設を運営する必然性を検証します。 
（臨時職員の活用） 
⑥ 業務内容に応じて､正規職員に代え臨時職員を積極的に活用できるよう､あり方を

検証します。 
 

≪補助費等≫ 
① 負担金については、各々その経緯や協定などもあるところですが、市と相手方との

間の役割分担や時代に相応しいあり方についての見直しを行うなど、常に最適なもの

となるよう検証を進めます。  
② ごみ減量大作戦を推進し､目標である 25％の減量を達成することで、広域組合への
負担金を抑制します。 
③ (仮称)補助金適正化委員会を設置し、制度の運用や補助効果の評価について第三者
から意見を求め、公正かつ効果的な補助システムを確立します。 
④ 外郭団体の経営改革を支援するとともに、市の関与は必要に応じたものとしていく

ため、派遣職員の順次引き上げなどを図り、自立化の促進に努めます。 
 

≪維持補修費≫ 
① 施設白書が策定から２年半経過したことから、これまでの取組みの検証と方針決定

したものを反映した『(仮称)施設マネジメントプラン』を策定します。 
② 『(仮称)施設マネジメントプラン』では、施設の存廃を明確化するとともに、存続
させる施設については有効に活用するための手法を検討・導入していきます。 
③ 財産台帳と各種施設台帳(道路・公園・下水道・水道・学校など)を連携させ、効率
化を図ります。 
④ また、新たなプランの中では施設ごとのバランスシートやコスト計算書といった企

業会計方式の活用を検討します。 
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≪投資的経費≫ 
① 新たな事業を選択する際には、ビルドアンドスクラップの視点をもって、時代に相

応しくなくなった事業の廃止や縮小を合わせて検討していきます。 
② 上記も含めて、新たな政策的事業を選択する際には、市民福祉の向上と持続可能な

行財政運営の観点から、透明性の高い判断基準（「政策的事業選択システム」）のもと

で決定していくとともに、その結果を広く市民に公開していきます。 
③ 事業実施に際しては、ＰＦＩなど多様な手法の導入を検討します。 
 
２ 歳 入 
≪市税≫ 
① 税の収入に関して｢ゆめおりプラン｣では、平成 17 年度の市税収入率 93.2％、19
年度 93.6％を目標値と定めています。 
  市では、これまでも滞納解消対策本部の設置や全管理職を中心とした納税促進訪問

活動の実施により、滞納者一人ひとりの実情を把握するとともに、早期の納税督励に

努めてきたところです。今後も、より全庁的な納税促進体制のもと現年度分課税の収

入率向上を図るとともに、税務指導監のノウハウや滞納整理補助員を活用した滞納繰

越分の縮減に努めます。 
② 租税の公平性・公正性を確保していくためには、課税客体の適正な把握により税を

納めるべき人へ適正に賦課することも重要です。 
  このため、課税時期と収納時期の時間差に応じた機動的な人員配置を行うことなど

により、いわゆる「納税対象者の掘り起こし」に努めます。 
 

≪分担金及び負担金、使用料及び手数料≫ 
① 運動施設や文化施設など「より快適な生活を送る」ための要素が高い公の施設につ

いては、指定管理者制度の導入によりコストダウンと収益力の向上を図るとともに、

民間でのサービス提供の代替性の度合いに応じて、民営化についても検討を進めま

す。 
② 公の施設におけるサービス提供については、利用者の声を踏まえた中で利用区分や

利用時間について引き続き検証を進め、利便性の向上と稼働率の向上に努めます。 
③ 使用料は手数料以上に「利用の対価」の性格が大きいことから、市として上記に掲

げた利用率の向上やコストの削減策に努めるほか、日常生活での必要性に応じた負担

割合のルール化を図ることで、利用の有無による市民間の公平性の確保を検討しま

す。 
④ 負担金や手数料についても、コストの削減に引き続き努めていくとともに、使用料

に準じた考え方のもとで、受益と負担の適正化に努めます。 
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≪市債≫ 
① 引き続き、市債の新たな借入は、当該年度の公債費の元金分を上限とし、毎年度の

プライマリーバランスの黒字化を継続するとともに、市債残高の縮減を図ります（具

体的な市債現在高の目標を 19年度末時点で 2,700億円台に置いて取り組みます）。 
② 事業の選択においては行政評価の結果を反映し、新たな時代の要請に応えたビルド

アンドスクラップの徹底を図ります。 
③ 新規事業の採択に当たっては、新たに「政策選択・決定システム」の構築を図り、

市民に開かれた中での政策決定を制度化します。 
 
３ 特別会計 
≪国民健康保険特別会計≫ 
①国民健康保険制度を説明する機会の拡大 
  国民健康保険は、我が国が世界に誇る「国民皆保険」を支える重要な制度ですが、

制度的に困難な状況にあることを広く市民の方々に訴え、加入者及び非加入者の双方

に市の施策推進への協力を促します。 
②医療費抑制に向けた取組 
  地域医療推進部門等と連携して「健康づくり」施策を推進し、市民の健康増進と合

わせて医療費の抑制を図ります。 
③保険税確保に向けた取組 
  電話による納税督励、臨戸訪問等を積極的に実施し、収入率向上に努めるとともに、

保険税の適正基準を検証し、受益者負担の適正化を図ります。 
④担税力のある未納者に対する対策 
  保険税を納める能力がありながら滞納を重ねる加入者に対しては、滞納処分を強化

するとともに正規の保険証に替えて、法で定められた短期保険証や資格者証を発行

し、接触機会の拡大と納税者との公平性を図ります。 
 

≪老人保健特別会計≫ 
①医療費の抑制に向けた取組 
  地域医療推進部門等と連携して「健康づくり」施策を推し進め、市民の健康増進と

合わせて医療費の抑制を図ります。また、頻回受診、重複受診に対しては保健制度の

しくみを知っていただいた上で、適正受診となるよう理解を求めます。 
②対象外受診等の検査の強化 
  診療報酬明細書の点検を強化するなどして、資格喪失後や、過誤請求の減少を図る

とともに、交通事故による第三者行為の発見と還付請求等の強化を図ります。 
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≪介護保険特別会計≫ 
①介護給付費の適正化 
  審査支払機関との連携による介護給付費の利用状況を検証し、 
 ・老人保健法等の他制度を適用した重複請求の点検強化 
 ・事業所ごとの請求傾向の分析による不適正・不正な請求の発見及び指導強化 
 などを図ります。 
②収入額の向上に向けた取組 
 ・介護保険制度への理解の推進（広報・パンフレットを通じた意識啓発の努力） 
 ・納付のための相談窓口の充実 
 ・納付しやすい環境の整備（口座振替の勧奨、コンビニ収納などの検討） 
 ・滞納解消対策本部・国民健康保険との連携による臨戸訪問 
 などにより、保険料収入率の向上を図ります。 
③保険制度が健全に持続可能な形で保険料を設定（平成 18～20年度） 
 

≪下水道事業特別会計≫ 
①水洗化率の向上 
 ・水洗化率向上のための行動計画を策定します。 
②使用料増収の検討 
 ・企業会計を導入し使用料の見直し基準を策定するなど、適正な使用料の設定を検討

します。 
 ・収納目標として、「現年度収入未済額＜滞納繰越分収入額」を実現し、滞納を解消

します。  
③維持管理経費の削減 
 ・直営で実施している水処理施設維持管理業務を委託化します。 
 ・八王子市単独で運営する北野処理区について、都の流域下水道への編入を視野に入

れ、あり方を検討します。 
 

≪駐車場事業特別会計≫ 
①定期(月極)駐車場の利用率の向上 
  旭町駐車場の定期利用枠の利用者を拡大し、安定した使用料収入を確保します（定

期駐車場 123台中 7割の 86台を目標とする）。 
②時間貸し部分の利用率向上の取組 
 ・民間駐車場を含めた共通駐車券の導入を図ります。 
 ・地域商店街との連携を図ります。 
 ・学園都市センター・クリエイトホールなどの駅周辺公共施設利用者に対する PRを
実施します。 
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 ・回数駐車券・パーキングカードを取り扱う店舗(小売店など）の拡大を図ります。 
 ・駐車場と契約するテナントを発掘します。 
③駐車場使用料以外の収入の検討 
 ・広告料収入を確保します。 
 ・目的外使用について検討します（駐車スペース以外の敷地を多目的利用）。 
 ・利用率の低い駐車スペースを他の目的に利用します。 
④保守管理経費の見直し 
 ・指定管理者制度への移行を検討します(目標：平成 18年度より管理開始)。 
 
４ 定員適正化方針 
≪事業量を反映したゼロベースからの定員配置≫ 

現状の定員配置を無条件に「是」とすることなく、実施計画などで示された毎年の業

務量に基づき、必要とされる人材資源を原則「ゼロベース」から毎年見直すこととしま

す。 

≪多様な雇用形態による適正配置≫ 

常勤の一般職員に加え、再任用短時間勤務職員、嘱託員及び臨時職員といった多様な

雇用形態の職員を、職務の内容に対応して効果的に配置し、効率的な業務運営を進めま

す。 

≪部単位での定員管理≫ 

平成 15 年 8 月の組織改正において全庁に主査制を導入し機動的な組織運営を図った

ところですが、この考え方を更に進めると共に業務の効率化を図るため、定員配置の基

礎単位を課から部に変更し､部長の人事管理権限を拡大し、業務の繁閑に応じた柔軟な

職員配置を進めます。 

≪新たな行政需要への対応≫ 

新たな行政需要への対応に際しては、原則として事業手法の見直しや民営化の推進等

により組織定員全体の削減から生み出した職員の適正配置により対応していきます。 
なお、この間、新規の常勤一般職員の採用は組織の継続性と活性化の視点から必要と

される最少限度に止めるものとします。 
職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

（人）

16.4.1 17.4.1 18.4.1 19.4.1 20.4.1

3,282 3,216 3,178 3,127 2,998

66 52 70 74 75

再雇用 208 226 234 234 240

一般 233 301 289 291 296

441 527 523 525 536

区分

常勤の一般職員

再任用短時間勤務職員

嘱　託　員
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(1) 行財政改革のはじまり（行政機関の簡素合理化）

(2) 行財政改革の転換（結果対策から原因対策へ）

(3) 行財政改革の深化（目標達成に向けたしくみの改革へ）

(4) 改革の進化（地域経営の視点へ）

１　行財政改革の変遷

　本市における行財政改革は、昭和61年の第一次改革に始まり、少し間を置いて、平
成８年度から10年度に第二次改革を行いました。第一次改革は、職員の意識改革によ
る事務改善、職員数の適正化、給与の適正化などを主要な取組項目としたものであ
り、第二次改革においても同じく、事務事業の見直し、組織・機構の見直し、定員管
理など、簡素で効率的な行政運営の実現に主眼を置いて取組みました。

　第三次の行財政改革においては、目前に控えていた地方分権型構造への転換に対応
した行財政システムの確立を目指しました。長引く景気低迷の影響を受け、その具体
的な取組項目中に現在のＮＰＭ（ニューパブリックマネジメント）にもつながる新た
な視点の内容、例えば行政評価の導入や人材育成の方針策定などが加わったことも特
徴の一つです。
　『追補』の計画を策定し、12年11月に公表しました。そこでは、産業振興に力を入
れた組織の再編を掲げたほか、財政白書や財政再建推進プランの策定・公表などを盛
り込んでおります。

　第四次の行財政改革は平成14年度から16年度を取組期間としました。ここでは表題
そのものを「しくみと意識のステップアップ作戦」するとともに、行財政改革の目標
を「市のまちづくりビジョン達成のための基盤づくり」とはっきりと定めておりま
す。策定が新たな基本構想・基本計画の策定と同時並行的に進んだため、個々の取組
の細部においては新構想・計画と完全には一致しないところも見られましたが、行政
機関としての市役所が新たな計画の意図するまちづくりを進めていく上で必要とされ
る制度的・意識的な課題について網羅しました。

　新たな行財政改革の取組方針を定めるに当たり、公募市民の方々や学識者の方々に
よる「八王子市行財政改革推進審議会」に諮問を行い、１年間を超える検討をいただ
きました。そして、昨年の８月に答申をいただいたところです。
　答申は副題に「『協働』と『地域経営』の視点から」とあるように、『八王子ゆめ
おりプラン』のまちづくりビジョンを踏まえたうえで、「市民協働」と「まちの活性
化」に重点を置いたものでした。また、広報活動のあり方や財務制度のあり方などに
ついても提言をいただいたところです。
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２ 八王子市行財政改革推進審議会答申 

平成 16 年 8 月 25 日 

 

八王子市長 黒 須 隆 一  殿 

 

八王子市行財政改革推進審議会 

  会 長  横 山  彰 

 

 

行財政改革の推進に向けて（答申） 

 

 

 私たち行財政改革推進審議会委員８名は、昨年８月、貴職から「行財政改革

の推進」について意見を求められました。 

 以来１年間、市を取り巻く社会情勢や市の現況、個別の事象に対する考え方

などを担当者から聴取してきました。また、地域において協働を実践し、まち

づくりの一翼を担われている、町会自治会代表者を始めとした市民の方々の意

見も伺ってきたところです。そうしたうえで、委員間で時代背景を踏まえた真

摯な意見交換に努め、調査・審議を行ってまいりました。 

その結果を、このたび別添「意見書」の形に取りまとめ、審議会としての『答

申』といたします。 

貴職におかれては今後の行財政改革の推進にあたり、「意見書」の趣旨を斟酌

なされたうえで、市民本位の姿勢で更なる改革に向け、積極的に臨まれるよう

要望いたします。 
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行 財 政 改 革 の 推 進 に 向 け た 意 見 書 

～「協働」と「地域経営」の視点から～  

 

 

答申にあたっての基本的な視点 

 

 平成 12 年、私たちの地域や暮らしに大きな影響を与え、変わりゆく時代

を象徴する二つの法律が施行されました。その一つは、「地方分権の推進を

図るための関係法律の整備等に関する法律（いわゆる地方分権一括法）」で

あり、今一つが「特定非営利活動促進法（いわゆるＮＰＯ法）」です。 

 前者は、国と地方の関係を上下・主従から対等・協力に変えるもので、自

治体（地方公共団体）の団体自治充実に効果をもたらしました。そして後者

は、市民活動に対する規定の整備を図るもので、市民自治支援への一歩を示

すものでした。 

 八王子市の行財政改革は、昭和 61 年以来、四次にわたり取り組まれてき

ました。当初の取り組みは個別事務事業の改善に代表される手法の見直しを

中心とした改革でした。その後、行政経営主体としての仕組みの見直しと組

織を構成する職員一人ひとりの意識改革の方向へと内容の充実に努めてき

たとのことです。こうした中、現行の行財政改革大綱では前審議会の答申を

反映して、細部にわたる取り組み項目を設定し、組織を挙げて取り組んでい

るところとのことです。また、その中では「市民との協働による行政運営」

を柱の一つに据えていることが特長として挙げられます。私たちも「協働」

は、これからの行財政運営における大きな視点の一つであることを改めて確

認するとともに、市民本位の「協働」に向けて、その内容を更に発展させて

いく必要性を痛感したところです。 

現状を無条件に良しとはせず、常に改革の気概を有する組織にとっては、

行財政改革は不断の取り組みでなければなりません。そうでないならば、何

をどう掲げても意味はありません。幸いなことに、八王子市においては市長

の強い指導力と意志のもと、今後も引き続き全職員を挙げて自ら積極的に行

財政改革に取り組む決意と聞いています。そこで今回、当審議会では取り組

みの基本的な方向性を中心に言及することといたしました。以下では、そう
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した視点で「協働」を基軸に据え、加えて「市民本位の協働」の推進に密接

に関連する「地域経営」の視点も踏まえ、新たな行財政改革に向けた取り組

みの要点に触れていきたいと考えます。 

 

1．協働の視点からの行財政改革の推進 

 

（１）情報提供と体制 

 市民参加や協働を進めていくためには、その前提として「市政情報」が

素早く広範に市民に提供される必要があります。また、それは行政の普遍

的な責務であり、求められてから提供する状態では十分ではありません。 

そして、広報を戦略として実施することが都市間競争の時代には重要な

視点です。その際には、映像、活字、口コミの三つの態様による情報提供

を行政自ら発信していくとともに、外部の媒体に働きかけていくことに留

意し、展開していく必要があります。 

また、職員が積極的に市内のあらゆる地域において情報発信・受信する

ことが可能な体制の整備を図る必要もあると考えます。 

 

（２）政策過程全般での市民参加と協働  

  一般に、政策過程は「ＰＬＡＮ・ＤＯ・ＳＥＥ」に分けて考えられてい

ます。市では現在「アドプト制度」（注１）など「ＤＯ」の事業実施段階

での市民参加や協働を積極的に進めており、この点については高く評価で

きます。しかし、「規制が多く独自性が発揮できない。任せるのならばも

っと裁量範囲を増やして欲しい」といった意見も市民の中にあることに留

意する必要があります。行政として協働を進めるに当たってはより柔軟な

対応に努めるとともに、制度の導入や決定に際しては市民意見の聴取や反

映に留意する必要があります。 

  さらに、「ＤＯ」の段階から、「ＰＬＡＮ」と「ＳＥＥ」の段階へと市民

参加の制度化を広めていくことが重要になります。市においても「ゆめお

りプラン」の策定時や「環境市民会議」などで「ＰＬＡＮ」、すなわち計

画段階における、多数の市民参加型の手法が試みられています。また、行

政評価に市民による外部評価を加えるなど「ＳＥＥ」の段階でも協働に努

められています。このような過程で形成された人的ネットワークの維持発
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展と、多様な市民参加方式を定着させていくためのルール化など、一定の

制度づくりが必要と考えます。 

これらも含めて政策過程各段階で協働のルール化が必要と考え、「市民

参加及び協働を推進するための条例」の制定への早期取り組みが望まれま

す。 

 

 （３）行政組織の改革  

  審議会として協働推進の視点から、今後の取り組みの要点について以下

で具体的に提案します。 

  ① 実行部門への分権と企画立案機能の強化 

   八王子市の規模を考え、またこれまで述べてきた協働推進の視点から

の機動的な対応を実践していくためには、各所管は、人事、予算、組織

及び定数管理の権限を付与した、民間でいうところの「事業部制」に位

置付けて捉えていく必要があると考えます。そして、こうした機能を補

佐する意味も含めて企画立案担当スタッフの配置が不可欠です。この結

果、各事業部は、それぞれの政策領域ごとに、より柔軟かつ迅速に市民

との協働を進めることが期待できます。 

  ② 事業別予算の確立 

   前述した事業部制度の導入には、当然のことながら人件費・公債費を

含めた事業別予算の確立が前提です。あえて記すまでもないことですが、

次に記す「会計制度」の改革の一環として、項目立てして言及する次第

です。 

  ③ 決算公表の迅速化と自治体予算の複数年化 

   ３月期決算の民間企業では、遅くとも５月中には決算をとりまとめ６

月の株主総会等に臨むのが通例です。官庁会計（注２）には出納整理期

間があるにしろ、現行の決算時期は民間に比べ遅過ぎます。行政組織内

においては、決算実体によって次の計画策定や予算編成に反映している

ことは承知しています。今後はさらに情報が公開された中で議論ができ

るよう、決算公表の迅速化を望むものです。 

   また、官庁会計の有する今一つの課題として、予算中心の単年度会計

の制度があげられます。中期的な視点での事業展開が望まれるようにな

った今日、実質的に複数年を見据えた予算が可能となるよう、政府の推
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進している構造改革特区制度や地域再生計画制度（注３）の活用など具

体化に向け検討すべきと考えます。このようにして、市民との信頼・協

力関係の中で、事業が安定的に推進される可能性が増大していきます。 

  ④ 分権・協働の時代に相応しい地域行政施設の機能強化 

   八王子市の地勢やこれからの協働を考えますと、事務所や保健福祉セ

ンターを始めとした本庁以外の行政施設や、小中学校・公民館・市民セ

ンターなどの目的別地域施設の役割は極めて重要になります。地域にお

ける市民意向を踏まえた行政機能を広範化及び強化するとともに、協働

を前提としたあるべき行政サービスの提供を十全に満たすためには、ど

こに、どの規模の地域施設が必要なのかについて検証を行い、機能的な

市の地域施設を整備し、地域版市役所化に取り組んでいくことが求めら

れます。 

 

 ２．地域経営の視点からの行財政改革の推進 

 

  （１）地域特性を生かすための自治体内分権 

    八王子市は 186.31 ㎢という面積を有するとともに、人口も 54 万人に及

ぶ大都市です。私たちはこのことを行財政運営の視点から捉え、次の点を

提案します。 

都市は規模が大きくなれば、効率性や経済性が増しますが、どうしても

住民との距離が遠くなる欠点もあります。一方で、証明書の交付などのサ

ービス提供については、ＩＴ化が進む今日、電子申請の導入やコンビニエ

ンスストア、郵便局、市民センターなどの活用も考えられます。そこで、

大都市における行政では、希薄となりがちな、相談などの対人サービスや

コミュニティ機能などに関して、市民と直に触れ合うきめ細かな対応が求

められます。 

一定規模以上となった自治体では、自治体内分権の構築は、避けられな

い課題となっています。市においては、地方制度調査会が答申の中で言及

している「地域自治組織」（注４）的な制度や、その答申により改正地方

自治法に規定が追加された「地域自治区」（注５）の導入も含めて、前述

したような地域版市役所化に取り組んでいく必要があると考えます。 
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 （２）地域の活性化により税収増を図る視点（まちおこしの必要性） 

     国及び地域の経済状況は回復のきざしを示しつつありますが、本格的な

少子高齢社会を迎える中で、既存の業種・業態による経済活動の大幅な進

展は見込みにくい状況と推測されます。しかしながら、八王子市にとって

それ以上に気がかりなのは、「まちに些か元気が感じられない」ことです。 

確かに「都市間競争」の時代ではありますが、他の都市と同じような視

点、発想で「まちおこし」に臨んでも競争力は増しません。近隣の都市が

役割分担の下で連携してあたる広域行政の視点も大事です。八王子市は、

他都市にない八王子固有の特性・特長を生かした産業振興やまちおこしに

あたる姿勢が重要になります。 

    まちの活性化は、結果として税収増につながることが期待できます。市

税について見ると、ここ数年収入率は着実に向上していますが（平成９年

度 89.6%→平成 15 年度 92.8%、3.2 ポイント向上）、税収額そのものにつ

いては減少の傾向にあります（同 900.8 億円→820.7 億円、80.1 億円減少）。

このことの主たる原因は、我が国経済全体の低迷にあることには言を待ち

ません。ちなみに、この間の市税調定額、すなわち課税額は 1005.5 億円

から 884.8 億円へと 120.7 億円もの減額となっています。市においても企

業の立地支援や産業系用地の有効活用を促進するための奨励的な制度な

どを展開されています。そうしたことに加えて、次節以下で提言する点に

留意され取り組まれることが、まちの賑わいを一層増大させるとともにま

ちづくりに肝要な税収増を図ることにつながります。 

 

（３）資源配分の弾力化 

「ゆめおりプラン」で体系づけた 44 の施策は、いずれも重要なもので

す。しかしながら、「いずれも均等に」といった資源投資ではなく、縦割

りによるシェア維持の発想を廃して、思い切った選択と選別が重要になり

ます。 

    そうした際、「優先順位」を判断する材料として、他の都市と比較する

際の八王子の優位性や現状を知る必要があります。具体的には、地域ごと

に生産品の種別と出荷額を算出して 1 人当りの数値をもとに、政策評価の

視点で都市間をベンチマーク（注６）することです。比較の対象は直接的

な「サービスの成果」としての売上高だけではなく、「社会成果」として、
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祝日の駅の利用状況や刑法犯罪の発生率など多様な範囲を対象とするこ

とにより特長が見えてきます。そうして得た結果を活用する際には、短所

を補おうという姿勢よりも、長所をより一層助長し、伸ばしていこうとい

う対応が重要です。 

     

  （４）八王子の特性を踏まえたまちおこし 

    八王子の特性を生かす視点で、「学園都市」を掲げていることからも、

都市のイメージ戦略として若者を重視する展開が有効と考えます。そして、

豊かな自然を活かした観光や環境の視点からの産業振興に力を入れるこ

とや、「まちおこし」のイベント等に思い切った投資をすることも重要で

す。これらに留意した取り組みを行うことによって、まちと産業が栄え、

市税収入も増えることとなります。 

その際に考慮されたい具体的な点について一言申し添えます。現在市で

は税に関して滞納解消対策本部を設けるなど「徴収対策」について力を注

がれているところであり、そのことに対しては評価いたします。しかしな

がら、本章の冒頭にも記したとおり、調定額の落ち込みが税収減の最大の

原因となっていることを踏まえ、積極的な「納税対象者の掘り起こし」に

努め、調定額自体の増加を図る「課税対策」にも力を注がれることが重要

です。またそれは、租税の公平性を担保することにも寄与すると考えます。 

 

３．改革推進に向けた留意点 

 

 （１）協働の推進に向けて 

   協働の推進には、市民と行政が各々の役割を踏まえて協力していくこと

が重要ですが、その際、行政が考えるべき点について言及しておきます。 

  その第 1 点は、市民側の体制整備にかかる行政の関与についてです。市

民と行政が対等な立場で協力する姿勢は重要ですが、長い間、行政側の判

断と直接的な事業執行によって、公の領域が拡大するとともに活動が決め

られてきたことを踏まえれば、ある日から突然「協働」と言っても、市民

側も行政もあり方や具体的な行動をどうするかについて、逡巡する場面も

多いと考えられます。また、個々の相手とその都度関係を構築していくこ

とは行政担当者にとっても多大な労力を払うこととなります。 
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幸いなことに、八王子には組織率７割に及ぼうとする町会・自治会組織

があります。また、ＮＰＯ団体などの目的別の市民活動も育ってきていま

す。これらと個別に協働するだけでなく、組織的にも事業提携においても

大きく一体化するような方向で進めること、そして、そのための側面支援

などに努めることが、行政に求められていると考えます。 

   第２の点としては、活動の場や機会の提供が挙げられます。また、第３

点として、アドプト制度を実施する際などのインセンティヴの付与も必要に

なります。この２点に関しては、審議会が町会及び自治会関係者やＮＰＯ関

係者との間で行った意見交換においても、「まちづくりに一定の責任を持っ

て関与していく意義を感じているが、現状では多くの時間と労力が費やされ

る中、よほどの意思を持った者でなければ続けていくことが難しい。行政で

も、市民の側がそれを進んで行っていけるよう配慮してほしい」という声が

等しく寄せられました。 

第４点として、市民参加と協働は市民の自発性と主体性を尊重したもの

でなければなりません。参加や協働の形態には様々な形があり、人によっ

てその関わり方は異なります。また、参加・協働は強制や動員によって成

功するといった性格のものではありません。参加や協働の有無によって市

民が不当な利益・不利益を受けることがあってはいけませんし、市民間に

相互不信を引き起こすようなことがないよう公平・平等な対応に努めなけ

ればなりません。そうした点に留意して参加・協働を進めるとともに、市

民間の調整機能を果たしていくことも行政に求められる役割の一つにな

ります。 

 

 （２）地域経営の進展に向けて 

地域経営の視点だけでなく、「協働推進」にも関連する視点として、市

民と行政の役割をどう捉え整理していくかということが挙げられます。戦

後長い間我が国では「公の領域」と「私の領域」がはっきりと整理される

ことなく、行政機関が担う領域が拡大してきた経緯があります。高度成長

の時代にはそういった形で社会全体が発展してきましたが、低成長の時代

にあっては負担の抜本的な見直しを行わない限り、行政機関主導による社

会経済の維持発展は難しいものとなってきています。また、成熟社会にお

ける人々の価値観は、民間に経済活動だけでなく社会参加を求めるように
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なり、行政主導を厭う気運が生じています。行政機関による公共領域の独

占は、民間の経済活動を阻害する場合があるとともに、市民の公への関与

の意欲と可能性を阻むものです。行政はそのことに留意して、事業の性格

に応じた民営化をこれまで以上に推進し規制緩和に努める必要がありま

す。 

    また、まちおこしや文化、生涯学習の分野での実践領域においては、行

政が直接行うよりも民間に任せた方が斬新な発想が望める場合が多くあ

ります。費用対効果の面でもより優れている事例も多いことから、行政が

直接行う領域と民間に委ね行政は側面支援していく領域の明確化を図る

とともに、行政が実施する領域においては、ヴァリューフォーマネー（Ｖ

ＦＭ、注７）の視点から、民間委託など執行方法に留意していく必要があ

り、そのことは地域の民間経済の活性化にも繋がることになります。 

    官と民との関係やあり方を見直す一環として、行政において考えていく

べき点について今一つ申し添えます。それは「外郭団体」との関係の再検

証についてです。 

  平成 15 年６月の地方自治法の改正に伴い、「指定管理者制度」（注８）

が同年９月から導入されました。これにより、これまで施設管理などの面

で行政機関を補完する役割も一面に有していた外郭団体の位置付けには

大きな変動がもたらされることが予想されます。今後は、「官から民へ」

の流れの中で、外郭団体自身の自立化へ向けた改革が求められるとともに、

行政機関と外郭団体との関係についての再検証が必要と考えます。 

 

あとがき 

 

 平成 15 年８月 21 日、当審議会は貴職から２点の諮問を受けたところです。

第１点は、行財政改革の推進と助言であり、今一つが、平成 17 年度から新

たに取り組む行財政改革についての意見を述べることでした。 

 以来、1 年を経過しこの間８回の会議を重ねてきました。 

 市では、審議会の答申に基づく新たな行財政改革への具体的な取り組み事

項を「平成 17 年度の予算から反映していきたい」との意向でした。そのた

め、新たな取り組みについての答申は任期半ばのこの時期に出すこととなっ

た次第です。新たな取り組みとともに現行の行財政改革大綱を推進させるこ
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とが私たちに与えられた使命です。つきましては、残りの任期ではその使命

について励ませていただくと同時に、大綱の推進状況や新たな取り組み状況

についても後日一定の意見を述べさせていただこうと考えています。 

 行財政改革は、行政組織に属する一人ひとりが、どうしたら「あるべき姿」

に向け今よりより良くなるか、何が問題かを常に自らに厳しく問い掛け、実

践することによって初めて効果をもたらすものです。そういった意味から、

私たちは今回、大きな方向性だけを示し、細かい点は行政自らが定める余地

を残しています。 

 まちは、そのまちを愛する者の数に見合って栄えます。組織も同じです。

組織をより良く機能させるためには、その構成員は気概だけでなく十分な基

礎知識を有することが必要です。地方分権時代の自治体にあっては、それに

加えて独自の政策形成と発信能力が求められます。 

以上のことから、私たちは審議会として「協働」及び「地域経営」の視点

から提言を行ったところです。貴職におかれては、この意をお含みいただき

自発的改革の一層の進捗に励まれますよう願うところです。 

 

 

注 

１）アドプト制度（Adopt：アダプト制度ともいう）とは、「協働」の理念に基づいた、新

たな施設管理の制度である。英語の Adopt には「養子」の意味もあり、「里親制度」と

している団体もある。「八王子市公共施設アドプト制度に関する基本方針」では「市民

と行政の協働により、まちに共生と共助の気を運び、さわやかな美しいまちをめざす新

たな市民協働のしくみ施設管理制度」としている。市民自らが、原則無償のもとで、道

路や公園などの美化等主に維持活動にあたるもの。行政は物品の貸与等で支援すること

としている。以下に述べる指定管理者制度（注８）が、公の施設の管理を民間開放し、

施設の設置目的を少ない経費で効果的に果たすことを目的とするのに対して、本制度は、

市民に公の施設に対する愛着感の共有を図るとともに、市民自治や地域コミュニティの

醸成を図ることが主たる目的の点で異なる。しかしながら、将来的には両制度の融合を

図ることにより、広範な裁量権のもとで独自性を発揮した地域による管理が期待される。 

２）官庁会計とは、国や地方自治体で用いられている会計で公会計とも言う。行政目的に

応じて財産（特に現金）をどのように費消したかを記録・計算・整理することを目的と

している。単式簿記であること、予算中心の単年度会計であること、現金中心主義であ
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ることなどを特徴としており、予算審議時に細目をチェックしていく点からは利点が見

られるが、経営的な視点からは本文中に記載したような点が問題視もされている。 

３）構造改革特区制度と地域再生計画制度は、国の進める制度改革で、原則的には、規制

緩和を行うことにより地域の再生や経済活性化を促そうとするものである。補助金改革

や権限移譲を伴うか否か、民間からの申請が可能か否か等の違いはあるが、現行制度で

は許認可されない事項について特例的に実行の道を開く点については同様である。市で

は構造改革特区制度により、不登校児童・生徒のための小・中一貫校である「市立高尾

山学園」を、構造改革特区認定第１号として開設した。また、楢原小学校の余裕教室を

利用した学童保育所の開設にあたり、地域再生計画制度を申請し認定され、この結果学

校施設整備時に交付された補助金を返還することなく事業実施が可能となった。 

４）地域自治組織とは、首相の諮問機関である「第 27 次地方制度調査会」が平成 15 年 11

月に出した「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」の中で言及している制度であ

る。基礎自治体内の一定の区域を単位として住民自治の強化や行政と住民との協働の推

進などを目的として基礎自治体の判断で設置できる組織とされている。指定都市の行政

区機能に住民による地域協議会を加える点を特徴としている。 

５）地域自治区とは、「第 27 次地方制度調査会」の答申において創設を提言された「地域

自治組織」(注４)に基づき、平成 16 年５月の改正で地方自治法（第 202 条の４）に新

設されたもの。地域の住民の意見を行政に反映させるとともに行政と住民との連携の強

化を目的として市町村の判断により設けられる区域であり、その区域の住民のうちから

選任された者によって構成される地域協議会及び市町村の事務を分掌させるための事

務所を置くものである。市町村は、条例で、その区域を分けて地域自治区を設けること

ができる。地域協議会の構成員は、地域自治区の区域の住民のうちから市町村長が選任

し、地域自治区の区域に係る重要事項についての市長に対する意見提案の権能等を有す

る。 

６）ベンチマークとは、アメリカにおいて民間企業の経営判定を行う際に最初に導入され

た評価手法の一つで、最近では行政評価や政策評価に用いられている。特定の基準を設

定し、実際の機能や性能、品質の指標を相対的に比較・評価することによって差異

を明らかにして改善策を立案・実行する、抜本的な現状改善のための手段である。  

７）ヴァリューフォーマネー（value for money：ＶＦＭ）は、公共サービスが本当にお

金を出すに値するのか否かを問い、支出に対して価値が最大となるようなサービス提供

をしていくことを求める考え方である。ここでは、同様のサービス提供をする場合のコ

スト計算を行った場合に、もし民営化や民間委託の方が行政が直接供給するよりも安価
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で実施可能であるならば、市営から民営化・民間委託へ切り替えることが支出する税金

の価値をより高めるので正当化されることを指している。 

８）指定管理者制度は、平成 15 年６月の地方自治法の改正（第 244 条の２）により、従

来の「公の施設の管理委託」制度に変わって新たに取り入れられた制度である。指定管

理者には民間主体でもなれるよう門戸が開放された他、その位置付けもそれまでの委託

契約から行政処分の代行者となれる形をとるなど、施設の設置目的を効果的に達成する

ための改正が図られている。 
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審 議 経 過 

 

 回 開催日 審議事項等

第1回 平成15年8月21日

○辞令書交付
○市長あいさつ
○会長・副会長の選出
○諮問
　「行財政改革の推進について」
　・現行の行財政改革大綱の推進について
　・平成17年度から新たに取り組む行財政改革について
○審議事項
　・審議会の進め方
　・答申までの審議予定

第2回 平成15年10月30日

○審議事項
　・市政モニターアンケートの内容
　　（テーマ：八王子市の行財政改革）
　・行財政改革大綱15年度第2四半期進捗状況
○事業担当部署との意見交換
　・八王子市の交通事業について（道路事業部）
　・家庭ごみの有料化と戸別収集の実施について（環境部）

第3回 平成16年2月2日
○事業担当部署との意見交換
　・歳入確保策としての産業振興（産業振興部）
　・まちづくりからの経済効果について（まちづくり計画部）

第4回 平成16年4月27日

○審議事項
　・行財政改革大綱15年度達成見込み
○市民との意見交換
　・八王子市における市民協働の現状と課題

第5回 平成16年5月25日
○審議事項
　・新たな行財政改革への取り組み

第6回 平成16年6月28日
○審議事項
　・新たな行財政改革への取り組み

第7回 平成16年7月22日

○審議事項
　・行財政改革大綱15年度推進状況
　・答申内容
○市長との意見交換

第8回 平成16年8月19日
○審議事項
　・答申内容

第9回 平成16年8月25日 ○答申

 136



平成 16 年 8 月 25 日現在 

 

八王子市行財政改革推進審議会 委員名簿 

 

大岡 平八郎 市民委員

金 井 利 之 学識経験者

久保田 英夫 市民委員

武 田 広 子 市民委員

鶴 田 勝 巳 市民委員

西 村 洋 子 学識経験者

町 田 典 子 学識経験者 （副会長）

横 山 彰 学識経験者 （会　長）

敬称略　50音順

選　出　区　分氏　　　名
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１５八行行発第１４号 

平成１５年８月２１日 

 

 

八王子市行財政改革推進審議会 

 会 長  横 山  彰   殿 

 

 

 

八王子市長 黒須 隆一 

 

 

行財政改革の推進について (諮問 ) 

 

 

 このことについて、下記事項に関する意見を求めます。 

 

記  
 

１ 現行の行財政改革大綱の推進について 

２ 平成 17 年度から新たに取り組む行財政改革について 

 ⑴ 行財政改革の基本方針 

 ⑵ 行財政改革の推進に関する重要事項 

３ その他 
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